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第１部 国土強靱化の理念 
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第１章 計画策定の趣旨と位置付け 

１  計画策定の趣旨 

東日本大震災は、未曽有の大災害となり、我が国のこれまでの防災・減災対策の在り方

が問われることとなりました。その中で、従来の防災・減災対策に加えて、国土政策・産

業政策も含めた総合的な対応により、大規模自然災害への備えを進める視点として、強く

打ち出された理念が「国土強靱化」です。 

国土強靱化とは、国土や経済、地域社会が、災害などに遭っても致命的な被害を負わな

い強さと、速やかに回復するしなやかさを持つことを目指すものです。 

国は、平成２５年１２月に「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等

に資する国土強靱化基本法」（以下「基本法」といいます。）を施行するとともに、平成

２６年６月には「国土強靱化基本計画」（以下「基本計画」といいます。）を策定し、事前

防災及び減災その他迅速な復旧復興に資する施策を進めるための枠組みを整備してきまし

た。また、平成３０年１２月には、基本計画の策定から約５年が経過したこと、平成２８年

の熊本地震等の災害から得られた知見、社会情勢の変化等を踏まえ、基本計画の見直しを

行いました。 

基本法では、市町村は、国土強靱化の施策に関する基本的な計画を定めることができる

と規定され、基本計画では、国は国土強靱化に向けた取組を地方公共団体や民間と連携し

て総合的に推進することとされています。これを受けて、東京都も平成２８年１月に「東

京都国土強靱化地域計画」（以下「都地域計画」といいます。）を策定しています。 

府中市では、これまで「府中市地域防災計画」などに基づき、防災・減災対策を推進し

てきました。今後はこの対策をより一層推進するとともに、府中市の国土強靱化に向けて、

基本法第１３条に基づき、令和３年度を計画始期とする「府中市国土強靱化地域計画」（以

下「本計画」といいます。）を策定します。 
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２  計画の位置付け 

本計画は、基本法第１３条に基づく国土強靱化地域計画であり、国が策定した基本計画

との調和を保つものとします。 

また、府中市を包含する東京都全域に係る計画である都地域計画との調和を保つものと

します。 

その上で、本計画は、府中市総合計画との調和を図りながら、強靱化の観点から府中市

における様々な分野の計画の指針となるものです。 

 

〔参考〕国土強靱化に関する計画の体系 

 

 

〔参考〕他の計画との関係 

 

  

国による施策の実施
※内閣総理大臣による関係行政機関の長
に対する必要な勧告

国の他の計画
（国土強靱化基本計画を基本とする)

※国土強靱化に係る国の他の計画の指針
となるべきものとして、国土強靱化基本計
画を定めなければならない
（＝アンブレラ計画）
【政府が策定】

国土強靱化基本計画の策定

指針となる

都道府県・市町村の他の計画

※国土強靱化に係る都道府県・市町村の
他の計画等の指針となるなるべきものと
して、国土強靱化地域計画を定めること
ができる。
（＝アンブレラ計画）
【都道府県・市町村が策定】

国土強靱化地域計画の策定

調和

都道府県・市町村による施策の実施

指針となる

国土強靱化基本計画及び国土強靱化地域計画の関係（第１０条ほか）

地域防災計画 ●●計画 △△計画 ◇◇計画

分野別・個別計画

府中市国土強靱化地域計画 府中市総合計画調和

国土強靱化に
関する指針

行政運営の指針

○○○
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３  府中市における国土強靱化の意義 

府中市における国土強靱化の意義は次のとおりです。 

（1） 事前の取組による被害の縮小 

災害発生時の被害を小さくすることは、国土強靱化の取組の主たる目標であるととも

に、最大の効果となります。 

発災前（＝平時）に取り組む施策を主たる対象に、防災の範囲を超えた総合的な対策

を内容とする本計画を策定し、本計画に基づく取組を発災前に実践して地域が強靱化さ

れれば、大規模自然災害等が起こっても、被害の大きさ自体を小さくできます。また、

被害を小さくできれば、より迅速な災害復旧・復興にもつながります。 

（2） 施策（事業）のスムーズな進捗 

国や都の交付金・補助金の活用などにより、各種の施策（事業）のスムーズな進捗が

期待できます。 

（3） 地域の持続的な成長 

府中市における国土強靱化は、大規模自然災害等の被害の軽減のみならず、被災後に

おける地域の様々な変化に対し、対応力の増進をもたらすとともに、住民や民間事業者

の安心・安全感を高め、地域の持続的な成長につながります。さらに、本計画及びそれ

に基づく取組を広く周知することで、府中市が内外から適正に評価されることにもつな

がります。 
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第２章 国土強靱化の基本的な考え方 

１  府中市の地域特性 

強靱化を適切に進めるに当たり、府中市の持つ地理的・社会的特性を踏まえた上で、種々

の施策を講じることが重要です。 

（1） 位置及び地勢 

府中市は、東京都のほぼ中央に位置し、副都心新宿から西方約２２キロメートルの距

離にあります。東は調布市、西は国立市、南は日野市、多摩市及び稲城市、北は小金井

市及び国分寺市に接しています。市の南端を流れる多摩川から、北へ１．７キロメート

ルにわたって海抜約４０メートルの平坦地が広がり、東西に走る平均約６～７メートル

の崖線から、北へ約２．５キロメートルにわたって立川段丘が広がっています。市内で

最も高い土地は、武蔵台３丁目の海抜８２メートルです。 

地質は、１０万年以上前の基盤層の上に、古多摩川や多摩川の侵食・氾濫により形成

された礫層
れきそう

からなる段丘面が形成されています。その上に、関東ローム層と呼ばれる、

宅地などに良好な支持力を持つ地層が堆積しています。多摩川沿いの低地は、宅地化に

より盛土等の造成が進んでおり、このような地域は軟弱な地盤となっています。 

 

図 府中市の地形（出典：府中市地域防災計画） 
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（2） 人口 

① 人口 

府中市の人口（住民基本台帳）は、令和３年４月１日時点で２６０，５０８人です。 

平成２７年度に策定した、「府中市人口ビジョン」によると、２０２０年頃に２６．３

万人超でピークを迎え、以後は減少に転じると推計されており、現時点においては、推

計とおおむね同様の推移となっています。その後、２０４０年には２５．３万人、

２０６０年には２２．２万人と、４０年間で４万人以上の人口減少が想定されています。 

 

図 総人口の推移（出典：府中市人口ビジョン） 

② 昼夜間人口 

大手企業の工場や府中駅近辺の商業施設、大東京綜合卸売センター（市場）、府中イン

テリジェントパーク、東京競馬場、多摩川競艇場などの就業施設が多く、平成２７年の

国勢調査によると、市外からの流入人口は６４，４４５人であり、近隣市と比較すると

多い状況です。また、東京都区部や郊外拠点への交通の利便性から、通勤・通学による

市外への流出人口が８０，１５１人となっています。 

また、昼間人口が２４５，６９３人に対して夜間人口が２６０，２７４人と、昼間と

夜間の人口の差は少ないため、昼間と夜間で防災計画上の想定人数を大きく変える必要

はなく、地域防災計画では、住民基本台帳を基本とした人口に対しての防災対策を講じ

ています。 

（3） 交通 

① 道路  

平成２８年度末時点において府中市が管理する市道は、道路延長が約４３２キロメー

トル、道路面積が約２６７万平方メートルです。このうち、道路延長の約６３パーセン

ト及び道路面積の約３７パーセントが、昭和４０年度までに整備されたものとなってい

ます。 
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図 市道の認定状況（延長）（出典：府中市インフラマネジメント白書） 

 

図 市道の認定状況（面積）（出典：府中市インフラマネジメント白書） 

② 橋りょう 

平成２８年度末時点において府中市が管理する橋りょうは、道路橋が２１橋、歩道

橋が１５橋の合計３６橋です。なお、橋りょうの数は、昭和３５年度から昭和４４年

度にかけて急増したのに対し、橋りょうの管理延長は、昭和４７年度から昭和５４年

度にかけて増加しています。これは、建設技術の向上等により、昭和４５年度以前に

整備された橋りょうに比べ、１橋当たりの規模が大きくなったことによるものです。 
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図 橋りょうの建設年度分布（出典：府中市インフラマネジメント白書）    

 

図 橋りょうの管理延長の推移（出典：府中市インフラマネジメント白書）    

③ 鉄道  

ＪＲ南武線、ＪＲ武蔵野線、京王電鉄京王線と競馬場線、西武鉄道多摩川線が市内を

通り、東京の区部と郊外拠点（京王線、南武線）、神奈川・立川方面（南武線）、埼玉・

千葉方面（武蔵野線）が鉄道各線で結ばれています。 

市内には京王線を始め鉄道駅が多く、駅数は１４に上ります。その中で最も乗車人員

が多いのは分倍河原駅で、１日の乗車人員は、平成３０年度の東京都統計年鑑によると、

ＪＲ南武線では都内１０駅中、立川駅に次ぐ２番目、京王線では３６駅中、新宿駅、調

布駅に次いで３番目となっています。 
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（4） その他施設等 

① 建物 

令和２年度分固定資産の価格等の概要調書によると、市内の建物総数は約５６，３００棟

で、うち木造建物が約４０，８００棟（約７２．５パーセント）を占めています。次に

多い構造建物は軽量鉄骨造で約５，７００棟（１０．１パーセント）、鉄筋コンクリー

ト造（約５，２００棟、９.２パーセント）、鉄骨造（約３，６００棟、６.３パーセン

ト）となっています。また、木造建物のうち、約３９，０００棟が住宅となっています。 

② 公共施設 

平成２７年度末時点における府中市の公共施設の総延床面積は、約６４万平方メート

ルです。このうち、小中学校や給食センターなどの学校教育系施設が約４３パーセン

トと、最も多くの割合を占めています。 

築年度別では、老朽化対策に一定の費用が必要となる築３０年以上の建物が、約

３３万平方メートルあり、全施設の約５２パーセントの割合を占めています。この割合

は、今後急激に増加し、１０年後には約７８パーセント、２０年後には約８４パーセン

トを占めると想定されます。このことから、今後、建物の安全性の確保、大規模改修、

建て替え等に多額の費用がかかることが見込まれています。 

 

図 公共施設の延床面積内訳（出典：府中市公共施設等総合管理計画） 

 

図 公共施設の整備状況（出典：府中市公共施設等総合管理計画） 
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③ 下水道 

平成２６年度時点における府中市の下水道管路整備延長は、約７５２キロメートル

です。 

布設時期のピークは昭和５０年代で、普及率１００パーセントを達成した昭和５９年

度以降の布設管路延長は減少傾向にあります。 

下水道管路は、一般的に、布設後３０年を経過すると、道路陥没等の事故や機能停止

の危険性があるとされています。平成２６年度末時点において、府中市の下水道管路の

うち、約７５パーセントがこれに該当しており、計画的な老朽化対策を実施する必要が

あります。 

そのため、この課題に対する基本的な方針や施策の方向性について取りまとめた 「府

中市下水道マスタープラン２０２０」を、令和２年４月に策定しています。 

 

 

図 下水道管路の布設年度別整備状況（出典：府中市公共施設等総合管理計画） 
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２  基本目標 

府中市では、国土や経済、地域社会が災害などに遭っても、致命的な被害を負わない強

さと、速やかに回復するしなやかさを持つことを目指し、地域特性やリスク等を踏まえ、

次の４つの基本目標を設定しました。 

１ 人命の保護が最大限図られる。 

２ 府中市及び社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持される。 

３ 市民の財産及び公共施設に係る被害の最小化を図る。 

４ 迅速な復旧復興を図る。 

 

３  事前に備えるべき目標 

４つの基本目標を基に、大規模自然災害を想定してより具体化し、事前に備えるべき目

標として次の８つを設定しました。 

１ 直接死を最大限防ぐ。 

２ 救助・救急、医療活動が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難を確実に

確保する。 

３ 必要不可欠な行政機能は確保する。 

４ 必要不可欠な情報通信機能・情報サービスは確保する。 

５ 経済活動を機能不全に陥らせない。 

６ ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネットワーク等の被害を最小限にとどめる

とともに、早期に復旧させる。 

７ 制御不能な複合災害・二次災害を発生させない。 

８ 社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備する。 
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４  国土強靱化を進める上での留意事項 

基本計画で示されている「基本的な方針」を踏まえ、府中市の国土強靱化を進める上で

の留意事項を次のとおり取りまとめ、取組を進めていくこととします。 

（1） 国土強靱化の取組姿勢 
 

（2） 適切な施策の組合せ 

 

（3） 効率的な施策の推進 

 

（4） 地域の特性に応じた施策の推進 

① 人のつながりやコミュニティ機能を向上するとともに、各地域において強靱化

を推進する担い手が適切に活動できる環境整備に努める。 

② 女性、高齢者、子供、障害者、外国人等に十分配慮して施策を講じる。 

③ 地域の特性に応じて、環境との調和及び景観の維持に配慮する。 

 

 

① 激甚化する風水害、切迫する巨大地震に対し、国や都との一層の連携強化を図

るとともに、市民への情報提供・避難体制の強化等を継続的に推進する。 

② 府中市の強靱性を損なう原因として何が存在しているのかをあらゆる側面から

検証し、取組を推進する。 

③ 短期的な視点によらず、時間管理概念を持ちつつ、長期的な視点を持って計画

的な取組を推進する。 

① 災害リスクや地域の状況等に応じて、防災施設の整備、施設の耐震化、代替施

設の確保等のハード対策と、災害対応体制や避難体制の確保、訓練・防災教育等

のソフト対策を適切に組み合わせて、効果的に施策を推進するとともに、これに

応じた職員の体制を早急に整備する。 

② 自助、共助、公助を適切に組み合わせ、市と市民とが適切に連携及び役割分担

を行いながら取組を実施する。 

③ 非常時に防災・減災等の効果を発揮するのみならず、平時にも有効に活用され

る対策となるよう工夫する。 

① 社会資本の老朽化等を踏まえ、財政運営に配慮した上で、施策の重点化を図り、

効率的で効果的な取組を推進する。 

② 既存の社会資本を有効活用すること等により、費用を縮減しつつ効率的に施策

を推進する。 
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＜参考＞国土強靱化を推進する上での基本的な方針（※基本計画引用） 

（１）国土強靱化の取組姿勢 

① 我が国の強靱性を損なう本質的原因として何が存在しているのかをあらゆる側面から吟味しつ

つ、取組にあたること。 

② 短期的な視点によらず、強靱性確保の遅延による被害拡大を見据えた時間管理概念とＥＢＰＭ

（Evidence-based Policymaking：証拠に基づく政策立案）概念の双方を持ちつつ、長期的な視

野を持って計画的な取組にあたること。 

③ 各地域の多様性を再構築し、地域間の連携を強化するとともに、災害に強い国土づくりを進め

ることにより、地域の活力を高め、依然として進展する東京一極集中からの脱却を図り、「自律・

分散・協調」型国土構造の実現を促すこと。 

④ 我が国のあらゆるレベルの経済社会システムが有する潜在力、抵抗力、回復力、適応力を強化

すること。 

⑤ 市場、統治、社会の力を総合的に踏まえつつ、大局的、システム的な視点を持ち、制度、規制

の適正な在り方を見据えながら取り組むこと。 

（２）適切な施策の組み合わせ 

⑥ 災害リスクや地域の状況等に応じて、防災施設の整備、施設の耐震化、代替施設の確保などの

ハード対策と訓練・防災教育などのソフト対策を適切に組み合わせて効果的に施策を推進すると

ともに、このための体制を早急に整備すること。 

⑦ 「自助」､「共助」及び「公助」を適切に組み合わせ、官と民が適切に連携及び役割分担して取

り組むこととし、特に重大性・緊急性・危険性が高い場合には、国が中核的な役割を果たすこと。 

⑧ 非常時に防災・減災等の効果を発揮するのみならず、平時にも有効に活用される対策となるよ

う工夫すること。 

（３）効率的な施策の推進 

⑨ 人口の減少等に起因する国民の需要の変化、気候変動等による気象の変化、社会資本の老朽化

等を踏まえるとともに、強靱性確保の遅延による被害拡大を見据えた時間管理概念や、財政資金

の効率的な使用による施策の持続的な実施に配慮して、施策の重点化を図ること。 

⑩ 既存の社会資本を有効活用すること等により、費用を縮減しつつ効率的に施策を推進すること。 

⑪ 限られた資金を最大限に活用するため、ＰＰＰ／ＰＦＩによる民間資金の積極的な活用を図る

こと。 

⑫ 施設等の効率的かつ効果的な維持管理に資すること。 

⑬ 人命を保護する観点から、関係者の合意形成を図りつつ、土地の合理的利用を促進すること。 

⑭ 科学的知見に基づく研究開発の推進及びその成果の普及を図ること。 

（４）地域の特性に応じた施策の推進 

⑮ 人のつながりやコミュニティ機能を向上するとともに、各地域において強靱化を推進する担い

手が適切に活動できる環境整備に努めること。 

⑯ 女性、高齢者、子供、障害者、外国人等に十分配慮して施策を講じること。 

⑰ 地域の特性に応じて、環境との調和及び景観の維持に配慮するとともに、自然環境の有する多

様な機能を活用するなどし、自然との共生を図ること。 
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第３章 計画の推進 

１ 計画の推進体制 

本計画は、府中市の国土強靱化を推進するための指針であり、各施策の進捗管理につ

いては、府中市総合計画及び府中市の国土強靱化に関連する各計画において実施します。 

 

 

２ 計画の見直し 

府中市では、新たに発生する大規模自然災害や問題点等に対して適時対応施策を検討す

るため、計画期間や計画の見直し時期の設定は行わないものとします。基本計画や都計画

の見直し、社会経済情勢等の変化、強靱化施策の進捗状況等を踏まえ、必要に応じて所要

の変更を加えるものとします。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２部 脆弱性評価・国土強靱化関連施策 
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第１章 脆弱性評価 

１  脆弱性評価とは 

大規模自然災害に対する脆弱性評価は、府中市の特性を踏まえた上で、リスクを回避す

るための施策について、分析・整理するために行います。 

なお、この評価は、国の国土強靱化地域計画策定ガイドラインに沿って、事前に備える

べき目標と、起きてはならない最悪の事態を設定した上で行います。 

 

２  評価の前提となる事項 

（1） 想定するリスク 

府中市で想定すべき自然災害には、地震、風水害、土砂災害、火山災害（富士山の噴

火降灰）等があります。 

① 地震 

東京都防災会議では、平成２４年４月に、客観的なデータや最新の科学的知見に基づ

いた被害想定の見直しを行い、「首都直下地震等による東京の被害想定」を公表してい

ます。この中で、府中市の最大震度は、「多摩直下地震」及び「立川断層帯地震」の際

に「震度６強」と想定されています。これに伴い、死者、負傷者などの人的被害や、建

物やライフラインなどの物的被害の想定も大きくなっています。 

 

想定する地震 全壊棟数 半壊棟数 死者 
負傷者 

（重傷者） 

多摩直下地震 １,０５２棟 ４,７３２棟 ７２人 
１,５６８人 

（１４３人） 

立川断層帯地震 １,５５９棟 ４,７４８棟 １３６人 
１,８９４人 

（２１０人） 

※死者、重傷者については最大のものを抜粋 

表 多摩直下地震及び立川断層帯地震の被害想定 

（出典：首都直下地震等による東京の被害想定） 

② 風水害 

a．外水氾濫 

国土交通省は平成２８年５月に、想定される最大規模の降雨により多摩川が氾濫した

場合の浸水想定区域図を公表しています。また、同年９月には、洪水による堤防の決壊

などにより、木造家屋の倒壊や流失を引き起こすおそれや、河岸の浸食により土地が削

られてしまうおそれがある範囲を示した家屋倒壊等氾濫想定区域図を公表しています。 
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図 府中市水害ハザードマップ 

 

b．内水氾濫 

東京都は、想定される最大規模の降雨による浸水想定として、令和元年６月に「野

川、仙川、入間川、谷沢川及び丸子川流域浸水予想区域図（改定）（作成者：東京都都

市型水害対策連絡会）」、令和２年３月に「北多摩一号処理区、北多摩二号処理区浸水

予想区域図（改定）（作成者：東京都下水道局流域下水道本部）」を公表しています。 

③ 土砂災害 

東京都は、土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域等の指定の前段として、渓流や

斜面及びその下流など土砂災害により被害を受けるおそれのある区域の地形、地質、

土地利用状況等についての基礎調査を実施しました。その中で、市内に土砂災害警戒

区域が２４か所、土砂災害特別警戒区域が１５か所指定されました。 

④ 火山災害（富士山噴火による降灰） 

東京都地域防災計画（火山編）第４部「富士山噴火降灰対策」及び都地域計画に準

じた想定とします。 

 

表 噴火の規模及び被害の概要（出典：東京都地域防災計画 火山編（平成３０年修正））
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図 富士山噴火による降灰予想図（出典：東京都地域防災計画） 

⑤ 複合災害 

地震、風水害に加え、感染症も連続的に生起する複合災害を想定します。 

（2） 施策分野の設定 

評価を行う施策分野は、府中市総合計画の基本目標に掲げる４分野及び行財政運営分

野としました。 

（3） 「起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）」の設定 

第１部において設定した４つの基本目標及び８つの推進目標（１１ページ）の達成を

妨げる「起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）」を３２設定しました（１９ペ

ージを参照）。 

なお、設定に当たっては、基本計画及び都地域計画で設定した項目に基づきながら、

府中市の地域特性から該当しない項目は除外しました。 

 

３  脆弱性評価結果 

評価結果は、資料の「リスクシナリオ別脆弱性評価結果」のとおりです。 
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起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）一覧  

事前に備えるべき目標 起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ） 

１ 直接死を最大限防ぐ 

1-1) 
住宅・建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や不特定多数が集まる
施設の倒壊による多数の死傷者の発生 

1-2) 
密集市街地や不特定多数が集まる施設における大規模火災による多数
の死傷者の発生 

1-3) 
突発的又は広域かつ長期的な市街地等の浸水による多数の死傷者の発
生 

1-4) 火山噴火により脆弱性が高まる事態
、土砂災害等による死傷者の発生 

２ 

救助・救急、医療 
活動が迅速に行われ
るとともに、被災者
等の健康・避難を 
確実に確保する 

2-1) 
被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エネル
ギー供給の停止 

2-2) 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生 

2-3) 自衛隊、警察、消防等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足 

2-4) 想定を超える大量の帰宅困難者の発生、混乱  

2-5) 
医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶、エネル
ギー供給の途絶による医療機能の麻ひ 

2-6) 被災地における疫病・感染症等の大規模発生 

2-7) 
劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理による多数の被災者の健康状
態の悪化・死者の発生 

３ 
必要不可欠な行政 
機能は確保する 

3-1) 被災による治安の悪化、社会の混乱 

3-2) 市の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下 

４ 
必要不可欠な情報 
通 信 機 能 ・ 情 報 
サービスは確保する 

4-1) 防災・災害対応に必要な通信インフラの麻ひ・機能停止 

4-2) 
テレビ・ラジオ放送の中断等により災害情報が必要な方に伝達できな
い事態 

4-3) 
災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報の収集・伝達がで
きず、避難行動や救助・支援が遅れる事態 

５ 
経済活動を機能不全
に陥らせない 

5-1) サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下 

5-2) 
エネルギー供給の停止による、社会経済活動・サプライチェーンの維
持への甚大な影響 

5-3) 
基幹的陸上交通ネットワークの機能停止による物流・人流への甚大な
影響 

5-4) 食料等の安定供給の停滞 

６ 

ライフライン、燃料
供給関連施設、交通
ネットワーク等の 
被 害 を 最 小 限 に 
とどめるとともに、 
早期に復旧させる 

6-1) 
電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や都市ガス供給、石
油・ＬＰガスサプライチェーン等の長期間にわたる機能の停止 

6-2) 上水道等の長期間にわたる供給停止 

6-3) 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 

6-4) 交通インフラの長期間にわたる機能停止 

6-5) 防災インフラの長期間にわたる機能不全 

７ 
制 御 不 能 な 複 合 
災害・二次災害を 
発生させない 

7-1) 地震に伴う市街地の大規模火災の発生による多数の死傷者の発生  

7-2) 
沿線・沿道の建物倒壊に伴う閉塞、地下構造物の倒壊等に伴う陥没に
よる交通麻ひ 

7-3) 有害物質の大規模拡散・流出 

7-4) 農地等の荒廃による被害の拡大 

８ 

社会・経済が迅速 
かつ従前より強靱な
姿で復興できる条件
を整備する 

8-1) 
大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に遅れる事
態 

8-2) 
復興を支える人材等（専門家、コーディネーター、労働者、地域に精
通した技術者等）の不足、より良い復興に向けたビジョンの欠如等に
より復興できなくなる事態 

8-3) 
事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備が進まず復興
が大幅に遅れる事態 
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第２章 国土強靱化関連施策の推進方針 

 

脆弱性評価の結果を踏まえ、「起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）」ごとに施

策を検討・整理し、施策推進方針を策定しました。 

 

※ 各施策の記載事項について 
・ （ ）内には、当該施策の取組主体（市、都、国などの区分）を記載 

・ 【再掲⇒〇-〇)】内には、当該施策が他のリスクシナリオにも掲載されている場合に掲載先のリスクシ

ナリオを記載 

 

１  直接死を最大限防ぐ 

 

1-1) 住宅・建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や不特定多数が集まる施設の倒

壊による多数の死傷者の発生 

建築物等の耐震化及び老朽化対策 

〇 緊急物資輸送のための幹線道路である緊急輸送道路の沿道建築物、住宅、学校、 

文化・環境・スポーツ施設、病院、社会福祉施設、複合施設、ホテル等の不特定多

数が利用する建築物や、市が管理する防災上重要な公共建築物の耐震化及び老朽化

対策を促進します。（市） 

建築物等の老朽化対策（マンション） 

○ 「東京におけるマンションの適正な管理の促進に関する条例」等に基づき、マン

ションの管理不全を予防し、適正な管理を促進します。（市、都） 

建築物等の老朽化対策（空き家等） 

〇 管理が不十分な空き家等の対策については、「府中市空家等対策計画」に基づき、

長期間の放置や荒廃した空き家化を防止するための啓発、相談体制の整備、関係機

関との連携の構築等を行うことにより、所有者等による適正管理の促進及び利活用

を促進します。（市、都） 

多数の者が利用する建築物等の倒壊・損傷対策 

〇 不特定多数が利用する建築物について、大規模地震での倒壊により多数の人的被

害が想定されるため、耐震化を促進します。（市） 

〇 鉄道施設について、災害発生時の事故防止対策として、可動式ホーム柵などの設

置を促進し、利用者の安全性を向上させます。（市、鉄道事業者） 

高齢者の生活支援（高齢者自立支援住宅改修給付事業） 

〇 高齢者が在宅で安心して生活が続けられるように、バリアフリーを目的とした住

宅改修の工事費に対して助成を行います。住環境の改善を推進することで、避難路

の確保につなげます。（市） 
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障害者の地域生活支援（障害者等日常生活用具費等給付事業） 

○ 障害者が在宅で安心して生活が続けられるように、バリアフリーを目的とした住

宅改修の工事費等に対して助成を行います。住環境の改善を推進することで、避難

路の確保につなげます。（市） 

福祉的環境の整備の推進 

〇 府中市福祉のまちづくり条例第２３条の規定に基づき、高齢者、障害者等の利用

に配慮した施設整備を行う建築主等に対し、府中市福祉環境整備事業助成金を交付

します。（市） 

学校施設の老朽化対策・維持管理 

〇 令和元年度に策定した「府中市学校施設改築・長寿命化改修計画」に基づき、学

校施設の改築事業を計画的に進めます。（市） 

学校施設の防災機能強化 

〇 学校施設の外壁の剥離・落下対策や、ブロック塀の改修等を計画的に進めます。

（市） 

分倍河原駅周辺整備事業（駅、自由通路及び溜まり空間等の交通基盤の整備）の推進 

〇 分倍河原駅周辺地区まちづくり基本計画及び府中市都市・地域交通戦略に基づき、

駅、自由通路及び溜まり空間等の交通基盤の整備を推進します。（市、鉄道事業者） 

避難路の通行確保対策 

〇 市街地において、倒木のおそれのある街路樹への対策、無電柱化、避難路沿道の

ブロック塀等倒壊防止の対策を進めるなど、避難路の通行を妨げない取組を推進し

ます。（市） 

ハード面及びソフト面からの様々な対策の実施 

〇 救出救助活動に必要となるスペースや人員の不足に備えて、活動拠点及び避難場

所となる都市公園等のオープンスペースの確保や、実災害を想定した各種訓練の反

復実施・検証による対処計画等の充実化など、ハード面及びソフト面からの様々な

対策を行います。（市、都、国） 

公園等の防災機能強化 

〇 避難場所や救出救助のための活動拠点等となる都市公園等に、非常用発電設備等

の防災関連施設を整備することで、避難者の安全確保や救出救助部隊の活動支援の

ための防災機能を強化します。（市、都、国） 

避難所・避難路サインの整備 

〇 災害発生時に、住民及び観光客等が迅速かつ適切な避難行動を取れるよう、避難

所・避難路サインの整備及び維持管理を行います。（市） 
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1-2) 密集市街地や不特定多数が集まる施設における大規模火災による多数の死傷

者の発生 

分倍河原駅周辺整備事業（駅、自由通路及び溜まり空間等の交通基盤の整備）の推進  

【再掲⇒1-1)、2-4)、5-3)、6-4)、7-1)、7-2)】 
  

ハード面及びソフト面からの様々な対策（オープンスペースの確保等）の実施  【再掲⇒

1-1)、1-3)、1-4)、2-1)、2-3)】 
  

公園等の防災機能強化  【再掲⇒1-1)、1-3)、1-4)、2-1)、2-3)】 
  

避難所・避難路サインの整備  【再掲⇒1-1)、1-3)、1-4)、2-2)、7-1)】 
  

家庭内での対策推進、消防団・自主防災組織の強化  【再掲⇒1-1)、4-3)】 
  

住民の防災意識の高揚  【再掲⇒1-1)、1-3)、1-4)、2-1)、2-2)、2-6)、2-7)、4-2)、4-3)、7-1)】 
  

出火・延焼の抑制（火災予防・被害軽減対策） 

〇 震災時の火災予防及び被害軽減のため、延焼遮断等に有効な幹線道路の整備を行

うなど、様々な施策を講じることにより、燃えない・燃え広がらないまちづくりを

推進します。（市、都、国） 

狭あい道路の拡幅整備 

〇 安全で災害に強いまちづくりを進めるため、狭あい道路の拡幅整備等の事業を推

進します。（市） 

 

 

家庭内での対策推進、消防団・自主防災組織の強化 

〇 地域一丸となった災害対応体制を構築するため、自助、共助を促す取組を進めま

す。まず、被災者が安全に避難する対策として、家具類の転倒・落下・移動防止対

策により、室内における避難路の確保や出火防止などの対策を推進します。また、

消防団における人員・装備の確保、訓練の強化等を進めるとともに、応急手当の普

及促進を図ります。さらに、自主防災組織等の充実強化、学校等における防災教育

など、地域全体の協力体制を推進します。（市、都、消防関連機関） 

住民の防災意識の高揚 

〇 自治会・町会や自主防災組織の防災訓練を通して、住民の防災意識の高揚を図り

ます。（市、都） 
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通電火災の防止、啓発 

○ 地震後の通電火災を防止するため、引き続き家具の転倒・落下・移動防止対策を

進めるとともに、避難時におけるブレーカーの遮断、再通電時における電気機器の

確認等の啓発を図ります。（市） 

装備資器材の充実等による災害対応能力の向上 

〇 様々な災害に対応するため、災害対応機関等の装備資器材及び活動部隊を充実さ

せるとともに、各種訓練等による災害対応能力及び連携能力の向上を図ります。 

（市、都、国） 

初期消火力の向上 

〇 初期消火器具等の設置とそれに伴う防災訓練の実施など、地域における初期消火

力の向上を図ります。（市） 

出火・延焼の抑制（火災延焼の拡大防止対策） 

〇 大規模火災の延焼拡大を迅速に阻止するため、緊急自動車が円滑に通行でき、か

つ一般車両の進入を禁止又は抑制するような体制を構築します。（市、都） 

出火・延焼の抑制（火災時の対応力強化） 

〇 消防機関は、震災時における大規模火災への対応力強化のための体制及び消火栓

や防火水槽などの消防水利の整備を推進します。また、都外からの応援部隊も含め、

救出救助機関が円滑に活動を展開するための活動拠点について、国、都、市等が連

携して、受入態勢の充実強化を図ります。（都、国） 

 

 
  

1-3) 突発的又は広域かつ長期的な市街地等の浸水による多数の死傷者の発生 

ハード面及びソフト面からの様々な対策（オープンスペースの確保等）の実施  【再掲⇒

1-1)、1-2)、1-4)、2-1)、2-3)】 

  

公園等の防災機能強化  【再掲⇒1-1)、1-2)、1-4)、2-1)、2-3)】 

  

避難所・避難路サインの整備  【再掲⇒1-1)、1-2)、1-4)、2-2)、7-1)】 

  

住民の防災意識の高揚  【再掲⇒1-1)、1-2)、1-4)、2-1)、2-2)、2-6)、2-7)、4-2)、4-3)、7-1)】 

  

要配慮者利用施設等での浸水対策・避難確保 

〇 浸水想定区域等に所在する事業所に対して、水防法に基づく避難確保・浸水防止

計画の作成、従業員への計画周知等を図ります。（市） 

〇 避難確保計画に基づき、避難を着実に実施できる態勢を整えるとともに、水害が

予測される場合に保育施設を休園する判断基準を設けます。（市） 
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指定管理施設「特別養護老人ホームよつや苑」の浸水対策・避難確保 

〇 指定管理者定期モニタリングの際に、よつや苑で行われた避難訓練の結果や避難

確保計画等を確認し、見直しに必要な助言を行います。（市） 

府中市水害ハザードマップの普及促進 

〇 府中市水害ハザードマップを普及促進し、浸水想定区域等の防災情報の周知に引

き続き努めていきます。（市） 

タイムラインの作成・充実・改善 

〇 多摩川流域を対象に、台風接近時における事前の防災行動を時系列に沿って整理

した防災行動計画（タイムライン）を作成します。また、作成後も適宜見直し、改

善を進めます。（市、都、国） 

逃げ遅れ防止対策 

〇 地域における防災リーダーの確保・育成により、要配慮者等の逃げ遅れ防止を図

ります。（市） 

避難に役立つ情報の充実 

〇 河川水位、雨量情報の提供、洪水予報等の防災情報の発信、浸水想定区域図の作

成、公表等の避難に役立つ情報の充実をより一層図ります。（都、国） 

広域的避難の枠組み整備 

〇 大規模災害時に住民を広域的に避難させる枠組みについて、都や他の市区町村、

鉄道事業者等の関係機関と連携・協力しながら、検討を進めます。都外への避難が

必要な場合は、都や近隣市とともに検討を進めます。（市、都） 

河川堤防等の整備の推進 

〇 多摩川の大地震に対する安全性等の向上を図るため、既設堤防の地盤改良等の耐

震対策や、緩傾斜型堤防の整備を推進します。（国） 

自然との共生及び環境との調和 

〇 河川整備に当たっては、自然との共生及び環境との調和に配慮するよう、河川管

理者である国に要望していきます。（市、国） 

防災気象情報の提供 

〇 関係機関や市民がより適時に的確な防災行動・対策がとれるよう、防災気象情報

を確実に提供します。（国） 

〇 市民に防災気象情報を確実に提供できるよう、情報発信方法の多様化を図るとと

もに、情報の受け取り方を市民へ周知します。（市） 
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1-4) 火山噴火により脆弱性が高まる事態、土砂災害等による死傷者の発生 

避難路の通行確保対策  【再掲⇒1-1)、7-1)】 
  

ハード面及びソフト面からの様々な対策（オープンスペースの確保等）の実施  【再掲⇒

1-1)、1-2)、1-3)、2-1)、2-3)】 
  

公園等の防災機能強化  【再掲⇒1-1)、1-2)、1-3)、2-1)、2-3)】 
  

避難所・避難路サインの整備  【再掲⇒1-1)、1-2)、1-3)、2-2)、7-1)】 

  

住民の防災意識の高揚   【再掲⇒1-1)、1-2)、1-3)、2-1)、2-2)、2-6)、2-7)、4-2)、4-3)、7-1)】 
  

防災気象情報の提供  【再掲⇒1-3)、2-2)】 
  

富士山の噴火による降灰への対策 

〇 富士山噴火に伴う降灰による影響を軽減するための対策を講じるとともに、国や

都との情報連絡体制を強化します。（市、都、国） 

地滑りや土石流等、土砂災害対策 

〇 都が指定する土砂災害特別警戒区域内における建築に当たっては、適切に対応さ

れるよう指導をします。（市） 

○ 市が所有する公園緑地、学校、道路等において、傾斜が急なために通常の用途に

供することができない土地（崖地）の安全対策を推進します。（市） 

土砂災害等における道路寸断対策 

〇 火山噴火や土砂災害等により、道路が寸断され、迅速な避難等ができなくなる事

態を防ぐため、線形改良や代替路の確保など、防災性の高い道路整備を推進します。

（市、都） 

道路斜面等の安全対策の推進（維持管理体制の確保） 

〇 道路斜面や盛土等の要対策箇所について、安全確保を着実に行うため、計画的な

維持管理を図ります。（市、都） 

道路斜面等の安全対策の推進（緊急性の高い箇所の安全対策） 

〇 道路斜面において、崩落や落石等による通行への影響を未然に防ぐため、巡回・

点検等を行い、緊急性の高い箇所から順次安全対策を推進します。（市、都） 

土砂災害対策の充実・強化（警戒避難体制の構築） 

〇 土砂災害（特別）警戒区域内の住民に対して、土砂災害防止法に基づき都が実施

した基礎調査結果や、土砂災害警戒区域等の指定を踏まえ、危険箇所の周知や警戒

避難体制を構築します。（市、都、国） 

 



26 

 

観測・監視の強化や予測精度の向上等 

〇 土砂災害による人的被害の防止に向け、迅速かつ適切・的確な住民の避難行動に

つながるよう、監視体制の強化を行うとともに、住民への確実な防災情報の伝達手

段の構築を図ります。（市、都） 
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２  救助・救急、医療活動が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難を

確実に確保する 

 

2-1) 被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エネルギー供給の

停止 

学校施設の老朽化対策・維持管理  【再掲⇒1-1)、2-7)】 
  

ハード面及びソフト面からの様々な対策（オープンスペースの確保等）の実施  【再掲⇒

1-1)、1-2)、1-3)、1-4)、2-3)】 
  

公園等の防災機能強化  【再掲⇒1-1)、1-2)、1-3)、1-4)、2-3)】 
  

住民の防災意識の高揚  【再掲⇒1-1)、1-2)、1-3)、1-4)、2-2)、2-6)、2-7)、4-2)、4-3)、7-1)】 
  

道路機能の維持管理 

〇 道路機能を適切に維持するため、舗装、橋りょう（ペデストリアンデッキを含む。）、

街路樹等の道路付属物の予防保全型管理の推進に加え、ＩＣＴを活用するなど維持

管理を高度化させます。（市、都、国） 

道路等の災害対応力の強化等（緊急輸送道路等） 

〇 災害時における緊急支援物資輸送の維持又は早期復旧のため、幹線道路ネットワ

ークの整備、緊急輸送道路等の橋りょうの補修・架け替え・耐震補強等の実施、道

路斜面の安全対策、無電柱化の推進など、道路等の災害対応力を強化します。また、

発災後の迅速な輸送経路啓開に向けて、関係機関との連携体制を構築します。（市、

都、国、高速道路事業者） 

道路等の災害対応力の強化等（避難路等） 

〇 地域住民の生活を支え、災害時には重要な避難路となる道路は、寸断すると迅速

な避難や救助、救援活動などが行えなくなるおそれがあることから、現道拡幅や線

形改良、代替路の確保などの道路整備を着実に推進し、防災性の向上を図ります。

（市、都） 

迅速な輸送経路啓開に向けた連携体制の構築 

〇 災害時においても交通や物流を確保し、道路閉塞による救助・救援・緊急物資輸

送への支障を防止するため、発災後の迅速な輸送経路啓開に向けて、関係機関との

連携体制を構築します。（市、都、国、高速道路事業者） 

道路啓開のための資器材置場の整備の推進 

〇 災害時においては、必要な資器材等の確保に時間を要するなど、応急・復旧対策

の迅速化が課題となることから、幹線道路における陸橋等の高架下を活用して、資

器材置場の整備を推進します。（市、都） 
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道路ネットワークの拡充（ミッシングリンクの解消） 

〇 道路の未整備により区間が途中で途切れているミッシングリンクや、幅員が十分

でない緊急輸送道路などがあることにより、災害時に救助・救援活動が遅れる等の

懸念があることから、道路ネットワークの形成を進めます。（市、都） 

連続立体交差事業の推進 

〇 踏切が閉まることで、緊急活動・救急活動の妨げとなることから、道路と交差す

る鉄道を一定区間連続して高架化する連続立体交差事業を推進します。（市、都、

協定事業者） 

信号機の停止の回避及び停止時の対応強化（停電対策） 

〇 停電や冠水、沿線・沿道の建物崩壊などによって、信号機の作動に支障が生じる

おそれがあるため、特に交通量の多い幹線道路から優先順位を付けた上で、信号機

用非常用電源設備を整備します。さらに、信号機の信号柱内に信号制御機を密閉す

る制御機内蔵型信号柱の整備を検討します。（都） 

信号機の停止の回避及び停止時の対応強化（道路情報の提供） 

〇 信号機の全面停止等により、重大な交通事故や交通渋滞が発生し避難に支障が出

るおそれがあるため、道路情報などの有用な情報提供が可能となる具体的な仕組み

の構築等を図ります。（国） 

協定事業者との連携の強化 

〇 災害時において迅速かつ円滑な物資調達を図るため、災害時の食料等の調達に係

る協定事業者と、訓練の実施などを通して連携を強化します。（市、都、協定事業

者） 

多様な輸送手段の活用 

〇 緊急物資等の円滑な輸送のため、災害時におけるトラック、鉄道等複数輸送手段

の活用について、物流事業者等の多様な関係者と検討します。（市、都、国） 

災害時の物資輸送体制の整備 

〇 地震や豪雨などの災害時に、支援物資の緊急輸送を円滑に受けることができるよ

う、集配送拠点の整備、集配送システムの構築及び関係機関の役割の明確化を図り

ます。（市、都、物流事業者） 

迅速な応急給水体制の構築 

〇 災害時における地域住民の給水体制を構築するため、専用給水栓の設置など、給

水拠点の整備を進めるとともに、路上の消火栓・排水栓に接続可能な応急給水用資

器材の配備を推進します。（市、都） 

〇 早期に断水地域を特定し必要な給水体制を確立するため、関係機関及び市民との

情報収集・伝達や連携の強化を図ります。（市、都） 
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多様な輸送手段の連携によるネットワークの強化 

〇 鉄道、道路、臨時のヘリポートなど、大規模災害時における重要な輸送手段を確

保するとともに、ネットワークの強化を推進します。（市、都、国） 

的確な情報による物資供給ルートの確保等 

〇 交通障害等の情報の収集・伝達体制を確立し、応急復旧や迂回ルートの案内など、

物資供給ルートを早期確保します。（市、都、国） 

ライフラインの耐震化の促進、各機関等との連携強化 

〇 エネルギー供給の長期途絶を回避するため、各ライフライン機関における施設の

耐震対策を促進します。また、被災後の迅速な復旧を図るため、平時から連絡会議

や訓練を実施し、連携体制を強化します。（市） 

再生可能及び自立分散型エネルギーの導入拡大 

〇 太陽光発電などの再生可能及び自立分散型エネルギーについて、国や都などの関

係機関との連携を図りながら、導入を拡大していきます。（市、都、国、エネルギー

事業者） 

自助・共助・公助による備蓄物資の確保 

〇 備蓄食料の早期枯渇という東日本大震災の教訓を踏まえた、備蓄に関する整備計

画の検討、関係機関との協定締結など、公的備蓄物資の確保を継続します。また、

市民一人一人の自助力を強化するため、各家庭での１週間分の食料、飲料水、最低

限の生活物資及び医薬品等の備蓄の必要性について、あらゆる機会を捉えて啓発に

努めます。（市、都） 

避難所における生活必需品等の備蓄 

〇 避難所となる市立小中学校において、府中市学校施設・長寿命化改修計画等に合

わせた環境整備や、備蓄倉庫の拡張や装備の充実等を行います。また、民間が持つ

倉庫や物流在庫の活用等、効率的かつ新たな備蓄倉庫の確保を検討します。（市、

都） 

応急対策用の燃料確保 

〇 災害拠点病院及び緊急通行車両を対象とした、初動期３日間分の応急対策用の燃

料を確保します。（都） 

石油燃料等供給の確保 

〇 大規模自然災害時における石油燃料等の安定的な供給のために、都や民間団体な

ど関係機関による防災対策に関する協力体制を構築します。（市、都） 

無電柱化の推進 

〇 避難場所と緊急輸送道路を結ぶ路線など、防災上重要な市道において、無電柱化

を推進します。（市） 
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災害時応援協定を締結した民間団体等との連携強化 

〇 災害時応援協定を締結した民間団体等との情報交換会の開催や、連絡窓口の確認

を定期的に行うとともに、必要に応じて協定の内容について見直しを行うなど、連

携体制の強化を図ります。（市） 

 

 

2-2) 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生 

避難所・避難路サインの整備  【再掲⇒1-1)、1-2)、1-3)、1-4)、7-1)】 

  

住民の防災意識の高揚  【再掲⇒1-1)、1-2)、1-3)、1-4)、2-1)、2-6)、2-7)、4-2)、4-3)、7-1)】 

  

タイムラインの作成・充実・改善  【再掲⇒1-3)】 

  

逃げ遅れ防止対策  【再掲⇒1-3)、4-3)】 

  

避難に役立つ情報の充実  【再掲⇒1-3)】 

  

広域的避難の枠組み整備  【再掲⇒1-3)】 

  

河川堤防等の整備の推進  【再掲⇒1-3)、6-5)、7-4)】 

  

防災気象情報の提供  【再掲⇒1-3)、1-4)】 

  

多様な輸送手段の連携によるネットワークの強化  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-1)、5-3)、5-4)、6-4)、

7-2)】 

  

自助・共助・公助による備蓄物資の確保  【再掲⇒2-1)、5-4)、6-2)】 

 

避難所における生活必需品等の備蓄  【再掲⇒2-1)、2-7)、5-4)、6-2)】 

 

ヘリコプターによる対策の充実 

〇 建物倒壊などによって道路が使用できなくなった場合の対応として、道路の

影響を受けないヘリコプターによる対策を充実させます。（都） 

〇 ヘリコプターの着陸候補地を選定します。（市） 
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2-3) 自衛隊、警察、消防等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足 

ハード面及びソフト面からの様々な対策（オープンスペースの確保等）の実施  【再掲⇒

1-1)、1-2)、1-3)、1-4)、2-1)】 

  

公園等の防災機能強化  【再掲⇒1-1)、1-2)、1-3)、1-4)、2-1)】 

  

狭あい道路の拡幅整備  【再掲⇒1-2)、7-1)】 

  

初期消火力の向上  【再掲⇒1-2)、7-1)】 

  

出火・延焼の抑制（火災時の対応力強化）  【再掲⇒1-2)、7-1)】 

  

無電柱化の推進  【再掲⇒2-1)、6-4)】 

  

緊急通行車両の円滑な通行 

〇 震災時に災害応急対策を迅速に展開するため、緊急自動車及び緊急通行車両が円

滑に通行でき、かつ一般車両の進入を禁止又は抑制する体制を構築します。（都、

国） 

要配慮者対策の推進 

〇 災害時に支援が必要となる高齢者や障害者などの要配慮者に対する共助の支援体

制を整備するため、個別の避難支援計画に基づく避難行動要支援者名簿の作成及び

提供を通じて、地域防災力の向上に努めます。また、安否確認や避難誘導などにつ

いて、関係機関との連携を図ります。さらに、難病患者等人工呼吸器使用者につい

ては、災害時の停電に備え、在宅における電力の確保対策を検討します。（市） 

装備・資器材等の充実強化、人材育成等の推進等 

〇 自衛隊、警察、消防など救出救助機関の体制、装備及び資器材を充実させ、災害

対応力の向上を図ります。また、多様な災害に対応できる人材育成を推進するとと

もに、各機関からの応援部隊の迅速な受入態勢を整備します。（市、都、国、医療

関連機関・団体） 

災害応急対策の標準化の推進と実効性の向上 

〇 災害対応に当たる機関によって態勢や資器材が異なることから、災害応急対策の

標準化を図るとともに、情報共有の方法を検討します。 

また、府中市は台地、低地、崖線など様々な地形が混在しているため、個々の災

害現場に対応した訓練環境を整備するとともに、明確な目標の下に各種関係機関と

の合同訓練を実施し、災害応急対策の実効性を高めます。（市、都） 
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応急活動拠点の整備（視認可能な建物名称（ヘリサイン）の表示） 

〇 建物の屋上等に、視認可能な建物名称（ヘリサイン）の表示を整備することで、

他道府県の応援航空部隊等が、飛行位置や活動対象施設を容易に把握できるように

します。（市、都） 

応急活動拠点の整備（ハード対策、ソフト対策の充実強化） 

〇 応急活動の拠点や避難場所となる都市公園等のオープンスペースの更なる確保や、

実災害を想定した各種訓練による災害対策マニュアルの見直しなど、ハード面、ソ

フト面からの様々な対策を行います。（市、都、国） 

応急活動拠点の整備（受入態勢の充実強化） 

〇 都外からの応援部隊も含め、救出救助機関が円滑に活動を展開するための活動拠

点について、都各局をはじめ、国、近隣市等と連携して、受入態勢を充実・強化し

ます。（市、都、国） 

 

 

2-4) 想定を超える大量の帰宅困難者の発生、混乱  

分倍河原駅周辺整備事業（駅、自由通路及び溜まり空間等の交通基盤の整備）の推進  

【再掲⇒1-1)、1-2)、5-3)、6-4)、7-1)、7-2)】 

 

総合的な帰宅困難者対策の推進 

〇 帰宅困難者自身の安全を確保しつつ、発災後に優先すべき救助・救護・消火活動・

緊急輸送等を円滑に行うため、一時滞在施設の確保など、帰宅困難者対策を推進し

ます。（市、都、国） 

〇 災害時において、鉄道等の交通機関の停止に伴い多数の帰宅困難者が発生した場

合は、駅での一時的退避に係る案内、安全な場所への避難誘導等、帰宅困難者の保

護に努めます。（市、鉄道事業者） 

事業者による計画作成の促進及び一時滞在施設の拡充等 

〇 全ての帰宅困難者を一時滞在施設へ避難させることは困難であることから、事業

者による一斉帰宅を抑制するための計画作成を促進するとともに、一時滞在施設の

拡充及び備蓄の増強を図ります。（市、都、国） 

災害時帰宅支援ステーション等の充実等 

〇 安全確保後の帰宅支援として、コンビニエンスストアやガソリンスタンド等、水

道水やトイレ、道路に関する情報などを提供する「災害時帰宅支援ステーション」

等の充実を図ります。また、要配慮者のための特別搬送について、国、都、近隣自

治体、交通事業者等と連携した体制づくりを行います。（市、都、医療関連機関・

団体） 
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情報通信インフラの整備 

〇 観光拠点や防災拠点等において、災害時にも有効に機能する無料公衆無線ＬＡＮ

の整備を推進します。（市） 

観光客に対する広報・啓発 

〇 観光マップなどに、災害時に有用となる情報を掲載し、継続的な広報を実施しま

す。（市） 

観光客に対する平時における情報伝達体制の強化 

〇 府中市観光情報センターや府中市郷土の森観光物産館等において、災害時に観光

客へ必要な情報を適切に発信できるよう、平時から、地域観光情報など情報発信機

能の充実を図ります。また、情報発信施設の機能強化に向けて、国などの関係機関

と連携して取り組みます。（市、国） 

観光客に対する災害時における情報伝達体制の強化 

〇 観光客の安全を確保し、適切に保護するため、迅速かつ正確な情報提供や避難誘

導など、災害から観光客を守る受入態勢を整備します。（市） 

観光客・来訪者に対する輸送手段の確保 

○ 国や都、近隣自治体と連携し、代替輸送手段による帰宅支援の仕組みを整理する

など、観光客・来訪者の輸送手段の確保について検討を進めます。（市、都、国） 

 

 

2-5) 医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶、エネルギー供給

の途絶による医療機能の麻ひ 

道路機能の維持管理  【再掲⇒2-1)、5-1)、5-3)、5-4)、6-4)】 
  

道路等の災害対応力の強化等（緊急輸送道路等） 【再掲⇒2-1)、5-1)、5-3)、5-4)、6-4)、7-2)】  

道路等の災害対応力の強化等（避難路等）  【再掲⇒2-1)、6-4)、7-1)、7-2)】 
  

迅速な輸送経路啓開に向けた連携体制の構築  【再掲⇒2-1)、5-1)、5-3)、5-4)、6-4)、7-1)】 
  

道路啓開のための資器材置場の整備の推進  【再掲⇒2-1)、5-1)、5-3)、5-4)、6-4)、7-2)】 
  

道路ネットワークの拡充（ミッシングリンクの解消）  【再掲⇒2-1)、5-1)、5-3)、5-4)、6-4)、7-2)】 
  

連続立体交差事業の推進  【再掲⇒2-1)、5-3)、6-4)】 
  

信号機の停止の回避及び停止時の対応強化（停電対策）  【再掲⇒2-1)、3-1)、5-1)、5-3)、

5-4)、6-4)、7-2)】 
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信号機の停止の回避及び停止時の対応強化（道路情報の提供）  【再掲⇒2-1)、3-1)、5-1)、

5-3)、5-4)、6-4)】 
  

多様な輸送手段の連携によるネットワークの強化  【再掲⇒2-1)、2-2)、5-1)、5-3)、5-4)、6-4)、

7-2)】 
  

ライフラインの耐震化の促進、各機関等との連携強化  【再掲⇒2-1)、5-2)】 
  

再生可能及び自立分散型エネルギーの導入拡大  【再掲⇒2-1)、5-2)、6-1)】 

  

応急対策用の燃料確保  【再掲⇒2-1)】 
  

災害時応援協定を締結した民間団体等との連携強化  【再掲⇒2-1)、5-1)、5-3)、5-4)、6-4)、

7-2)】 
  

緊急通行車両の円滑な通行  【再掲⇒2-3)】 
  

要配慮者対策の推進  【再掲⇒2-3)、4-3)】 
  

医療施設におけるヘリコプターの緊急離発着場の確保 

〇 医療施設における緊急離発着場の確保及び医療機関と連携した運用を進めます。

さらには緊急車両、航空機等の輸送手段を有する関係機関と連携し、負傷者や医療

従事者を円滑に輸送できる体制を整えます。（都、国） 

医療機関における多様な通信・情報手段の確保 

〇 災害時には通信網の機能低下により、負傷者や医療従事者が医療機関に円滑にた

どり着けないなどのおそれがあるため、医療関係機関等に多様な通信・情報提供手

段を確保して、医療救護活動に関する情報連絡網を維持します。（市、都） 

燃料タンクの整備や緊急給油訓練等の推進 

〇 緊急医療救護所や行政施設などにおいて、自家発電装置の稼働時間の長期化に伴

う燃料タンクの整備や緊急給油訓練等を推進します。（市、都、医療関連機関・団

体） 

地域医療体制の整備 

〇 緊急医療救護所や避難所において、発災直後から保健活動を速やかに実施できる

体制を整備するとともに、都と連携し、災害時健康危機管理支援チーム（ＤＨＥＡ

Ｔ）の受援体制を構築します。（市、都） 
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2-6) 被災地における疫病・感染症等の大規模発生 

住民の防災意識の高揚  【再掲⇒1-1)、1-2)、1-3)、1-4)、2-1)、2-2)、2-7)、4-2)、4-3)、7-1)】 

  

地域医療体制の整備  【再掲⇒2-5)】 

  

災害時の感染防止 

〇 防災拠点の環境や運用方法を確認し、三つの密（①密閉空間、②密集場所、③密

接場面）を避けるための工夫を検討します。（市） 

避難所開設・運営方法の確立 

〇 避難者の健康状態の確認、基本的な感染症対策、濃厚接触者等の専用スペース及

び動線の確保、避難者が感染症を発症した場合の対応等を検討するとともに、避難

所開設・運営訓練を実施します。（市） 

避難所における過密状態の防止対策の実施 

〇 感染症まん延時に避難所が過密状態になることを防ぐため、指定避難所以外に利

用可能な公共施設を整理するとともに、ホテルや旅館等の活用に向けた協定締結を

行います。（市） 

避難所における衛生管理 

〇 避難所など平時と異なる生活環境下での衛生状況の悪化を防ぐため、飲料水の安

全確保、室内環境の調査、助言及び指導、トイレやごみ保管場所の適正管理などを

行います。（市、都） 

防災拠点・避難所等における感染症対策物資の備蓄 

〇 防災拠点や避難所等での利用を想定し、マスク、個人防護具（ＰＰＥ）、消毒液、

体温計、薬品等の備蓄を行います。（市） 

予防接種の実施 

〇 平時から感染症の発生やまん延を防止するため、各種予防接種を促進します。（市） 

動物に対する適正飼養の啓発 

〇 健康面やしつけを含めた、平時からの動物の適正な飼養について、普及啓発活動

を実施します。（市） 

火葬体制の確保 

〇 大規模災害時に、市が平時に使用している火葬場の火葬機能を確保するための体

制を構築しておきます。（市） 
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2-7) 劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理による多数の被災者の健康状態の悪

化・死者の発生 

高齢者の生活支援（高齢者自立支援住宅改修給付事業）  【再掲⇒1-1)】 

  

障害者の地域生活支援（障害者等日常生活用具費等給付事業） 【再掲⇒1-1)】 

 

福祉的環境の整備の推進  【再掲⇒1-1)】 

  

学校施設の老朽化対策・維持管理  【再掲⇒1-1)、2-1)】 

  

学校施設の防災機能強化  【再掲⇒1-1)】 

  

住民の防災意識の高揚  【再掲⇒1-1)、1-2)、1-3)、1-4)、2-1)、2-2)、2-6)、4-2)、4-3)、7-1)】 

  

避難所における生活必需品等の備蓄  【再掲⇒2-1)、2-2)、5-4)、6-2)】 

  

避難所における衛生管理  【再掲⇒2-6)】 

 

福祉避難所の確保 

〇 高齢者や障害者など、一般の避難所では生活が困難な要配慮者を受け入れる福祉

避難所を確保するため、公共施設や福祉施設等との協定の締結に努めます。（市） 

〇 特別養護老人ホーム及び介護老人保健施設が新設された際に、運営事業者と福祉

避難所に関する協定を締結します。（市） 

在宅避難や縁故避難の考え方の啓発等 

〇 避難所での密集や集団生活を回避するため、災害種別によっては「在宅避難」の

推奨とその準備についての普及啓発を行っていきます。また、安全な親戚・知人宅

への「縁故避難」の考え方も併せて啓発を行います。（市） 

避難所における電源対策 

〇 長期間の停電が発生した際、指定避難所の生活環境や情報収集手段を維持できる

よう、指定避難所の電源対策に取り組みます。（市） 
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３  必要不可欠な行政機能は確保する 

 

3-1) 被災による治安の悪化、社会の混乱 

信号機の停止の回避及び停止時の対応強化（停電対策）  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-1)、5-3)、

5-4)、6-4)、7-2)】 

  

信号機の停止の回避及び停止時の対応強化（道路情報の提供）  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-1)、

5-3)、5-4)、6-4)】 

  

公共の安全等の秩序維持体制の整備 

〇 警察、交通安全・防犯関連団体との連携の強化を図ります。（市） 

警察機能の維持（警察災害派遣隊の受入態勢の整備） 

〇 警察災害派遣隊の受入れに向けて、活動拠点の確保や運営方法の検討を進めます。

（都） 

警察機能の維持（指揮機能の維持） 

〇 警察の本部庁舎の機能が停止した場合にも、指揮機能を維持するための施設整備

等を進めます。（都） 

総合指揮所の改修や代替施設の整備 

〇 被災により警察施設の機能低下が生じるおそれに対し、総合指揮所の改修や代替

施設の整備を図ります。（都） 

交通の安全と円滑化 

〇 震災時における交通の安全と円滑化を図るための対策を講じます。また、災害応

急対策を迅速かつ円滑に実施するため、災害対策基本法に規定する指定機関等が保

有する車両で、かつ、災害応急対策や緊急輸送に使用する計画のある車両について

は、緊急通行車両等の事前届出を進めます。（市、都） 

 

 

3-2) 市の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下 

燃料タンクの整備や緊急給油訓練等の推進  【再掲⇒2-5)】 

  

防災上重要な公共建築物の耐震化 

〇 防災上重要な公共建築物の耐震化を推進します。（市） 
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新庁舎建設の推進 

〇 新庁舎では、大規模地震の発生時においても庁舎機能を確保できるよう、十分な

耐震性を備える免震構造を採用することとしています。また、機能面においても、

災害対策の拠点となる災害対策本部関連諸室の集約等を行います。（市） 

行政機関のＢＣＰ（業務継続計画）の適切な運用 

〇 ＢＣＰを策定し、継続的な改善を行います。（市） 

受援応援体制の構築 

〇 受援応援計画及びマニュアルの作成・見直しを進めます。また、他自治体との協

定締結、合同の防災訓練を行い、社会情勢の変化や、新たな災害による教訓・課題

に対応します。（市、都） 

代替庁舎の確保 

〇 庁舎の代替となる施設を確保するとともに、災害対策本部機能の移転訓練を実施

し、災害対応力の強化を図ります。（市） 

災害対応の長期化に備えた職員へのストレスケア、勤務管理の整備 

〇 災害時の職員の長時間勤務やストレスを軽減するよう、健康管理や勤務管理のル

ールを作成するなど、職員に対する必要な配慮をまとめます。また、ルールに基づ

く具体的な勤務管理の方法を検討・検証します。（市） 

り災証明書発行システムを活用した発行訓練の実施 

〇 大規模災害発生時に、市民の生活再建支援業務を迅速かつ適切に実施するため、

被災者情報を一元的に管理するり災証明書発行システムを構築しています。災害時

にり災証明書を適切に発行できるよう、職員の訓練を実施します。（市） 
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４  必要不可欠な情報通信機能・情報サービスは確保する 

 

4-1) 防災・災害対応に必要な通信インフラの麻ひ・機能停止 

情報通信システムの電源途絶に対する対応検討 

〇 電源途絶時の情報通信システムの機能確保に向けて、重要な行政情報確保のため

の遠隔地バックアップなどの対策を検討するとともに、ＢＣＰにおける通信通信対

策の見直しを図ります。（市） 

防災関係機関の情報通信手段の多様化等 

〇 公立施設を始め防災関係機関の拠点となる施設において、多様な情報通信手段の

整備や停電時の非常用電源の確保などを進めます。（市、都、国） 

電気通信設備の災害対応力の強化（技術基準の見直し及び適合性の確認） 

〇 国では、電気通信設備の損壊又は故障等にかかる技術基準について、災害による

被災状況（通信途絶、停電等）を踏まえ、適宜見直しを実施しています。各通信事

業者は、当該基準への適合性について、定期的に自己確認を実施します。（国、通

信事業者） 

電気通信設備の災害対応力の強化（設備投資） 

〇 被災者の通信手段の復旧に差が出ることがないよう、各通信事業者は、電気通信

設備を設置する建物の耐震化、自家用発電機等の配備、携帯電話基地局の無停電対

策及び移動・可搬型基地局の整備等の対策について、足並みをそろえて推進します。

（国、通信事業者） 

 

 

4-2) テレビ・ラジオ放送の中断等により災害情報が必要な方に伝達できない事態 

住民の防災意識の高揚  【再掲⇒1-1)、1-2)、1-3)、1-4)、2-1)、2-2)、2-6)、2-7)、4-3)、7-1)】 

  

情報通信インフラの整備  【再掲⇒2-4)】 

  

情報発信手段の多様化 

〇 市民が必要とする災害情報の充実に向け、ホームページ、Ｔｗｉｔｔｅｒ等のＳ

ＮＳ、災害情報共有システム（Ｌアラート）など、情報発信手段の多様化を図りま

す。（市） 
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自主防災組織の育成強化 

〇 災害による被害を最小限にとどめるためには、住民間の情報伝達など地域防災活

動の充実が不可欠であることから、その重要な役割を担う自主防災組織について、

更なる組織化を促進します。また、災害時に自主防災組織が効果的に防災活動を行

うため、平常時からの活動の活性化を促進します。なお、男女共同参画の視点に立

った地域防災活動が行われるよう、自主防災組織への女性の積極的な参加を促進し

ます。（市） 

施設のバックアップ機能の強化等 

〇 災害時の情報を住民に適切に提供できるよう、放送設備のある施設のバックアッ

プ機能の強化、自家発電用燃料の確保等を行います。（市、放送事業者） 
 
 

 

4-3) 災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報の収集・伝達ができず、避

難行動や救助・支援が遅れる事態 

家庭内での対策推進、消防団・自主防災組織の強化  【再掲⇒1-1)、1-2)】 

  

住民の防災意識の高揚  【再掲⇒1-1)、1-2)、1-3)、1-4)、2-1)、2-2)、2-6)、2-7)、4-2)、7-1)】 

  

逃げ遅れ防止対策  【再掲⇒1-3)、2-2)】 

  

要配慮者対策の推進  【再掲⇒2-3)、2-5)】 

  

観光客に対する広報・啓発  【再掲⇒2-4)】 

  

観光客に対する平時における情報伝達体制の強化  【再掲⇒2-4)】 

  

観光客に対する災害時における情報伝達体制の強化  【再掲⇒2-4)】 

  

避難所における電源対策  【再掲⇒2-7)】 

  

情報発信手段の多様化  【再掲⇒4-2)】 

 

公共施設の情報提供体制の強化 

〇 公共空間、公立施設等に無料公衆無線ＬＡＮなどを整備するとともに、災害時に

多言語による災害情報を提供できるよう、体制を強化します。（市、都） 
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ＩＴＳ（高度道路交通システム）の活用による情報提供の充実 

〇 運転者等に有用な道路交通情報を提供するため、ＩＴＳの活用に取り組みます。

（都） 
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５  経済活動を機能不全に陥らせない 

 

5-1) サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下 

道路機能の維持管理  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-3)、5-4)、6-4)】 
  

道路等の災害対応力の強化等（緊急輸送道路等）  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-3)、5-4)、6-4)、7-2)】 
  

迅速な輸送経路啓開に向けた連携体制の構築  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-3)、5-4)、6-4)、7-1)】 
  

道路啓開のための資器材置場の整備の推進  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-3)、5-4)、6-4)、7-2)】 
  

道路ネットワークの拡充（ミッシングリンクの解消）  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-3)、5-4)、6-4)、7-2)】 
  

信号機の停止の回避及び停止時の対応強化（停電対策）  【再掲⇒2-1)、2-5)、3-1)、5-3)、

5-4)、6-4)、7-2)】 
  

信号機の停止の回避及び停止時の対応強化（道路情報の提供）  【再掲⇒2-1)、2-5)、3-1)、

5-3)、5-4)、6-4)】 
  

多様な輸送手段の連携によるネットワークの強化  【再掲⇒2-1)、2-2)、2-5)、5-3)、5-4)、6-4)、

7-2)】 
  

災害時応援協定を締結した民間団体等との連携強化  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-3)、5-4)、6-4)、

7-2)】 
  

緊急輸送道路沿道建築物の耐震化 

〇 緊急輸送道路の閉塞を防ぐため、緊急輸送道路沿道建築物の耐震化を促進します。

（市） 

中小企業のＢＣＰ策定促進（事業継続力の強化） 

〇 商品が消費者に届くまでの一連の流れであるサプライチェーンを担う中小企業に

対し、ＢＣＰ策定を促進し、危機管理対応能力の向上など、企業の事業継続力を強

化します。（市、都、国） 
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5-2) エネルギー供給の停止による、社会経済活動・サプライチェーンの維持への甚

大な影響 

ライフラインの耐震化の促進、各機関等との連携強化  【再掲⇒2-1)、2-5)】 

  

再生可能及び自立分散型エネルギーの導入拡大  【再掲⇒2-1)、2-5)、6-1)】 

  

石油燃料等供給の確保  【再掲⇒2-1)、6-1)】 

 

 

 

5-3) 基幹的陸上交通ネットワークの機能停止による物流・人流への甚大な影響 

分倍河原駅周辺整備事業（駅、自由通路及び溜まり空間等の交通基盤の整備）の推進  

【再掲⇒1-1)、1-2)、2-4)、6-4)、7-1)、7-2)】 

  

道路機能の維持管理  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-1)、5-4)、6-4)】 

  

道路等の災害対応力の強化等（緊急輸送道路等）  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-1)、5-4)、6-4)、7-2)】 

  

迅速な輸送経路啓開に向けた連携体制の構築  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-1)、5-4)、6-4)、7-1)】 

  

道路啓開のための資器材置場の整備の推進  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-1)、5-4)、6-4)、7-2)】 

  

道路ネットワークの拡充（ミッシングリンクの解消）  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-1)、5-4)、6-4)、7-2)】 

  

連続立体交差事業の推進  【再掲⇒2-1)、2-5)、6-4)】 

 

信号機の停止の回避及び停止時の対応強化（停電対策）  【再掲⇒2-1)、2-5)、3-1)、5-1)、

5-4)、6-4)、7-2)】 

 

信号機の停止の回避及び停止時の対応強化（道路情報の提供）  【再掲⇒2-1)、2-5)、3-1)、

5-1)、5-4)、6-4)】 

  

多様な輸送手段の連携によるネットワークの強化  【再掲⇒2-1)、2-2)、2-5)、5-1)、5-4)、6-4)、

7-2)】 
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災害時応援協定を締結した民間団体等との連携強化  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-1)、5-4)、6-4)、

7-2)】 

  

緊急輸送道路沿道建築物の耐震化  【再掲⇒5-1)、5-4)、6-4)、7-2)】 

  

路面の凍結防止対策 

〇 凍結防止剤の散布等により、坂道等の路面凍結による事故を防止します。（市） 

 
 

 

5-4) 食料等の安定供給の停滞 

道路機能の維持管理  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-1)、5-3)、6-4)】 

  

道路等の災害対応力の強化等（緊急輸送道路等）  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-1)、5-3)、6-4)、7-2)】 

  

迅速な輸送経路啓開に向けた連携体制の構築  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-1)、5-3)、6-4)、7-1)】 

  

道路啓開のための資器材置場の整備の推進  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-1)、5-3)、6-4)、7-2)】 

  

道路ネットワークの拡充（ミッシングリンクの解消）  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-1)、5-3)、6-4)、7-2)】 

  

信号機の停止の回避及び停止時の対応強化（停電対策）  【再掲⇒2-1)、2-5)、3-1)、5-1)、

5-3)、6-4)、7-2)】 

 

信号機の停止の回避及び停止時の対応強化（道路情報の提供）  【再掲⇒2-1)、2-5)、3-1)、

5-1)、5-3)、6-4)】 

 

協定事業者との連携の強化  【再掲⇒2-1)】 

  

多様な輸送手段の活用  【再掲⇒2-1)、6-4)】 

  

災害時の物資輸送体制の整備  【再掲⇒2-1)】 

  

多様な輸送手段の連携によるネットワークの強化  【再掲⇒2-1)、2-2)、2-5)、5-1)、5-3)、6-4)、

7-2)】 
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的確な情報による物資供給ルートの確保等  【再掲⇒2-1)、6-4)、7-2)】 

  

自助・共助・公助による備蓄物資の確保  【再掲⇒2-1)、2-2)、6-2)】 

  

避難所における生活必需品等の備蓄  【再掲⇒2-1)、2-2)、2-7)、6-2)】 

  

災害時応援協定を締結した民間団体等との連携強化  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-1)、5-3)、6-4)、

7-2)】 

  

緊急輸送道路沿道建築物の耐震化  【再掲⇒5-1)、5-3)、6-4)、7-2)】 

  

中小企業のＢＣＰの策定促進（生活必需品の供給） 

〇 災害時の道路寸断や物流機能の低下により、企業の事業が停止すると、局地的に

生活必需品等の供給が不足する等のおそれがあるため、サプライチェーンを担う中

小企業のＢＣＰの策定を促進します。（市、都、国） 
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６  ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネットワーク等の被害を最小限にと

どめるとともに、早期に復旧させる 

 

6-1) 電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や都市ガス供給、石油・LP ガス

サプライチェーン等の長期間にわたる機能の停止 

再生可能及び自立分散型エネルギーの導入拡大  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-2)】 

  

石油燃料等供給の確保  【再掲⇒2-1)、5-2)】 

 

 

 

6-2) 上水道等の長期間にわたる供給停止 

自助・共助・公助による備蓄物資の確保  【再掲⇒2-1)、2-2)、5-4)】 

  

避難所における生活必需品等の備蓄  【再掲⇒2-1)、2-2)、2-7)、5-4)】 

  

給水車の配備 

〇 水道水の長期間にわたる供給停止に備え、給水車を配備します。（市） 

生活用水の確保 

〇 上水道が寸断された場合に備え、井戸を所有している住民等に協力を要請した上

で井戸マップ等を作成し、生活用水の確保を図ります。（市） 

給水機能の維持（給水所の耐震化） 

〇 既存の給水所について、液状化の危険度が高い場所等から優先的に耐震化に取り

組みます。また、耐震化に当たっては、工事期間中の給水ができないため、隣接す

る給水所の同時施工を避ける等、周辺環境に配慮します。 

 また、給水所の新設及び拡充により、配水区域を適正な規模に再編し、断水等の

影響が広範囲に及ばないようにします。（都） 

 

 

6-3) 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 

下水道機能の維持（管きょ等における施設の耐震化及び老朽化対策） 

〇 震災時にも機能を維持すべき施設を優先的に、管きょの耐震化や老朽化対策を計

画的に進めます。（市） 
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下水道機能の維持（ポンプ施設の耐水化） 

〇 汚水中継ポンプ場において、施設の電源及び排水機能を維持するため、開口部や

出入口の水密化などを実施します。（市） 

下水道機能の維持（ポンプ施設の電源確保） 

〇 大規模停電や計画停電等により電力が不足した場合において、汚水中継ポンプ場

の送水機能を維持するため、非常用発電設備の適切な維持管理を実施します。（市） 

下水道機能の維持（ソフト対策の充実） 

〇 下水道施設の被災による社会的影響を最小限にとどめ、速やかな復旧を可能にす

るため、下水道業務に係るＢＣＰ策定などのソフト対策の充実を図ります。（市） 

6-4) 交通インフラの長期間にわたる機能停止 

多数の者が利用する建築物等の倒壊・損傷対策  【再掲⇒1-1)、7-2)】 

  

分倍河原駅周辺整備事業（駅、自由通路及び溜まり空間等の交通基盤の整備）の推進  

【再掲⇒1-1)、1-2)、2-4)、5-3)、7-1)、7-2)】 

  

道路機能の維持管理  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-1)、5-3)、5-4)】 

  

道路等の災害対応力の強化等（緊急輸送道路等）  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-1)、5-3)、5-4)、7-2)】 

  

道路等の災害対応力の強化等（避難路等）  【再掲⇒2-1)、2-5)、7-1)、7-2)】 

  

迅速な輸送経路啓開に向けた連携体制の構築  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-1)、5-3)、5-4)、7-1)】 

  

道路啓開のための資器材置場の整備の推進  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-1)、5-3)、5-4)、7-2)】 

  

道路ネットワークの拡充（ミッシングリンクの解消）  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-1)、5-3)、5-4)、7-2)】 

 

連続立体交差事業の推進  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-3)】 

  

信号機の停止の回避及び停止時の対応強化（停電対策）  【再掲⇒2-1)、2-5)、3-1)、5-1)、

5-3)、5-4)、7-2)】 
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信号機の停止の回避及び停止時の対応強化（道路情報の提供）  【再掲⇒2-1)、2-5)、3-1)、

5-1)、5-3)、5-4)】 

  

多様な輸送手段の活用  【再掲⇒2-1)、5-4)】 

  

多様な輸送手段の連携によるネットワークの強化  【再掲⇒2-1)、2-2)、2-5)、5-1)、5-3)、5-4)、

7-2)】 

  

的確な情報による物資供給ルートの確保等  【再掲⇒2-1)、5-4)、7-2)】 

  

無電柱化の推進  【再掲⇒2-1)、2-3)】 

  

災害時応援協定を締結した民間団体等との連携強化  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-1)、5-3)、5-4)、

7-2)】 

  

緊急輸送道路沿道建築物の耐震化  【再掲⇒5-1)、5-3)、5-4)、7-2)】 

 

6-5) 防災インフラの長期間にわたる機能不全 

河川堤防等の整備の推進  【再掲⇒1-3)、2-2)、7-4)】 

  

防災インフラの迅速な復旧に向けた取組 

〇 大規模災害時において、河川堤防などの防災インフラを速やかに復旧するために、

広域的な応援体制の構築や、地域の建設業者等の防災・減災の担い手確保に努めま

す。また、都が開催する迅速な災害復旧のための研修や講習会へ参加します。（市） 



49 

 

 

７  制御不能な複合災害・二次災害を発生させない 

 

7-1) 地震に伴う市街地の大規模火災の発生による多数の死傷者の発生  

分倍河原駅周辺整備事業（駅、自由通路及び溜まり空間等の交通基盤の整備）の推

進  【再掲⇒1-1)、1-2)、2-4)、5-3)、6-4)、7-2)】 

  

避難路の通行確保対策  【再掲⇒1-1)、1-4)】 

  

避難所・避難路サインの整備  【再掲⇒1-1)、1-2)、1-3)、1-4)、2-2)】 

  

住民の防災意識の高揚  【再掲⇒1-1)、1-2)、1-3)、1-4)、2-1)、2-2)、2-6)、2-7)、4-2)、4-3)】 

  

出火・延焼の抑制（火災予防・被害軽減対策）  【再掲⇒1-2)】 

  

狭あい道路の拡幅整備  【再掲⇒1-2)、2-3)】 

  

通電火災の防止、啓発  【再掲⇒1-2)】 

  

装備資器材の充実等による災害対応能力の向上  【再掲⇒1-2)】 

  

初期消火力の向上  【再掲⇒1-2)、2-3)】 

  

出火・延焼の抑制（火災延焼の拡大防止対策）  【再掲⇒1-2)】 

  

出火・延焼の抑制（火災時の対応力強化）  【再掲⇒1-2)、2-3)】 

  

道路等の災害対応力の強化等（避難路等）  【再掲⇒2-1)、2-5)、6-4)、7-2)】 

  

迅速な輸送経路啓開に向けた連携体制の構築  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-1)、5-3)、5-4)、6-4)】 
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7-2) 沿線・沿道の建物倒壊に伴う閉塞、地下構造物の倒壊等に伴う陥没による交通

麻ひ 

建築物等の老朽化対策（空き家等）  【再掲⇒1-1)】 
  

多数の者が利用する建築物等の倒壊・損傷対策  【再掲⇒1-1)、6-4)】 
  

分倍河原駅周辺整備事業（駅、自由通路及び溜まり空間等の交通基盤の整備）の推進  

【再掲⇒1-1)、1-2)、2-4)、5-3)、6-4)、7-1)】 

  

道路等の災害対応力の強化等（緊急輸送道路等）  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-1)、5-3)、5-4)、6-4)】 
  

道路等の災害対応力の強化等（避難路等）  【再掲⇒2-1)、2-5)、6-4)、7-1)】 
  

道路啓開のための資器材置場の整備の推進  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-1)、5-3)、5-4)、6-4)】 
  

道路ネットワークの拡充（ミッシングリンクの解消） 【再掲⇒2-1)、2-5)、5-1)、5-3)、5-4)、6-4)】 
  

信号機の停止の回避及び停止時の対応強化（停電対策）  【再掲⇒2-1)、2-5)、3-1)、5-1)、

5-3)、5-4)、6-4)】 
  

多様な輸送手段の連携によるネットワークの強化  【再掲⇒2-1)、2-2)、2-5)、5-1)、5-3)、5-4)、

6-4)】 
  

的確な情報による物資供給ルートの確保等  【再掲⇒2-1)、5-4)、6-4)】 
  

災害時応援協定を締結した民間団体等との連携強化  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-1)、5-3)、5-4)、

6-4)】 
  

交通の安全と円滑化  【再掲⇒3-1)】 
  

緊急輸送道路沿道建築物の耐震化  【再掲⇒5-1)、5-3)、5-4)、6-4)】 
  

路面下空洞対策の推進 

〇 緊急輸送道路、重要物流道路（物流上の重要な道路輸送網として国が指定した道

路）や幹線道路を中心に、道路パトロールを実施します。また、道路の陥没を防止

するため、水道管等ライフラインの施設管理者と情報を共有しながら、路面下空洞

調査を実施します。調査にて確認された空洞については、順次対策を実施し、道路

の安全確保に努めます。（市） 
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7-3) 有害物質の大規模拡散・流出 

有害物質の流出対策等の促進 

〇 水害等による化学物質の流出等を防ぐため、各事業所が、都の化学物質適正管理

指針に基づき浸水や流出防止等の対策を講じるよう、都と連携して促進します。（市、

都） 

化学物質取扱事業者に対する適正管理の啓発や周知等 

○ 化学物質等の公共用水域への流出、地中への浸透又は大気中への放出を防止する

ため、化学物質取扱事業者に対し、都条例で定められている使用量等の報告や管理

方法書の提出の徹底を図ります。また、適正管理の啓発や周知等について、都と連

携して実施します。（市、都） 

危険物施設等の災害に備えた消防力の強化 

〇 給油取扱所などの危険物施設内で発生する、大規模かつ特殊な災害に備え、自衛

消防組織及び関係機関との一層の連携及び防災体制の強化を図るとともに、防災上

必要な資器材の整備を進めます。（市） 

建築物のアスベスト対策の促進 

〇 吹付アスベスト等が使用されているおそれがある建築物について、アスベスト対

策を促進します。（市） 

 

 

7-4) 農地等の荒廃による被害の拡大 

河川堤防等の整備の推進  【再掲⇒1-3)、2-2)、6-5)】 

  

農地の保全と農業経営支援 

〇 農地を保全するための各種施策の活用や、持続的な農業の維持発展を後押しする

取組を進めます。（市、都、国、農業者） 

農業用水道の保全管理 

〇 農業用水を安定的に供給するために、農業用水道の老朽化対策及び計画的な設備

の更新を図ります。（市） 
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８  社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備する 

 

8-1) 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に遅れる事態 

府中市災害廃棄物処理マニュアルの策定 

〇 災害廃棄物を仮置きするためのスペースの確保や候補地の選定を行います。また、

府中市災害廃棄物処理マニュアルを策定し、災害廃棄物の迅速な処理につなげます。

（市） 

震災廃棄物の処理体制の強化 

〇 大量に発生する震災廃棄物の処理を円滑に進め、迅速で適正な応急対策及び復旧

が可能となるよう、民間団体や近隣自治体との協力体制を構築し、処理体制の強化

を図ります。（市） 

 

 

8-2) 復興を支える人材等（専門家、コーディネーター、労働者、地域に精通した技術

者等）の不足、より良い復興に向けたビジョンの欠如等により復興できなくなる事態 

災害・復興ボランティアの受入態勢の確立 

〇 災害時において、ボランティア活動を必要とする情報の集約やボランティア活動

に必要な物資の調達を行います。また、災害ボランティアセンターの設置及び運営

について、府中市社会福祉協議会と連携し、受入態勢を整えます。（市、府中市社

会福祉協議会） 

災害ボランティアコーディネーターの育成 

〇 災害時に、ボランティア活動を支援する専門スタッフである、災害ボランティア

コーディネーターが直ちに活動できるよう、研修や講座等を行い育成していきます。

（市、都、府中市社会福祉協議会） 

災害時の応援体制の整備（応急復旧支援） 

〇 災害発生時におけるインフラ施設等の被災状況の把握や、危険の排除等の応急対

策について、総合防災訓練等を通じて建設関係団体等との連携強化を図り、災害時

応援協定の実効性を高めます。（市） 

迅速な救援・復旧活動等のための関係機関との連携体制の構築等（重機類の調達） 

〇 発災後の道路啓開作業等を円滑に行うため、重機類の調達を進めます。（市、都、

国） 
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市内の文化財及び博物館・美術館の貴重な収蔵資料の保存状況の把握と施設の災

害対策等の整備 

〇 市内の文化財を始め、博物館及び美術館における貴重な収蔵資料等の保存状況を

把握し、保存場所における耐震対策及び防災設備の整備を進めます。（市） 

 

 

8-3) 事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備が進まず復興が大幅に

遅れる事態 

住宅対策（応急仮設住宅の整備） 

〇 大規模災害時における応急仮設住宅の建設候補地について、事前に選定しておく

ことで、入居までの期間を短縮し、避難所生活の長期化を防止します。（市、都） 

住宅対策（既存ストックの修繕） 

○ 府中市営住宅等長寿命化計画に基づき、市営住宅の予防保全的な維持管理を行い

ます。具体的には、当該計画に基づく修繕及び改築を行い、入居者が安心して居住

できる環境を維持します。また、被災時には、被災部分の修繕を早期に行い、一刻

も早く入居者の居住の安定を図ります。（市） 

震災復興マニュアルの策定等の推進 

〇 震災復興マニュアルの策定等を通じて、震災後の迅速な復興に向けた被災後の体

制整備や取組について、都や警察、消防と連携して推進します。（市、都） 

迅速な都市復興への取組の強化 

〇 地域レベルの復興まちづくり計画の事前検討や、復興作業を想定した訓練の実施

等、迅速な都市復興への取組を強化します。（市） 

地籍調査の実施 

〇 災害発生後の迅速な復旧・復興を図るため、地籍調査や地図整備等について国及

び都と連携を図ります。（市、都、国） 
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リスクシナリオ別脆弱性評価結果 

 

起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）回避への対応力について、施策の進捗状

況などを踏まえ、現状の脆弱性を分析・評価を実施しました。評価結果については、以下の

とおりです。 

 

１  直接死を最大限防ぐ 

 

1-1) 住宅・建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や不特定多数が集まる施設の倒壊

による多数の死傷者の発生 

建築物等の耐震化及び老朽化対策  

〇 緊急輸送道路沿道建築物、住宅、学校、文化・環境・スポーツ施設、病院、社会福祉

施設、複合施設、ホテル等の不特定多数が利用する建築物、防災上重要な公共建築物の

耐震化及び老朽化対策の促進を図る必要があります。 

建築物等の老朽化対策（マンション）  

〇 マンション等を適正に管理し、老朽化を防止する必要性について周知を図ることが必

要となります。 

建築物等の老朽化対策（空き家等）  

〇 適正な管理ができていない空き家については、様々な事情により所有者等が管理責任

を全うできない場合も考えられます。そのため、所有者等の責任を前提にしながらも、

実情に応じた対策を実施することが必要となります。 

多数の者が利用する建築物等の倒壊・損傷対策 

〇 大規模地震が発生した場合、不特定多数が利用する建築物の倒壊により、多数の人的

被害が想定されるため、当該建築物の耐震化の促進を図る必要がります。 

〇 利用者が非常に多く、発災時における避難判断が非常に重要である鉄道施設では、転

落防止に有効な可動式ホーム柵の設置など、利用者の安全対策の推進を図る必要があり

ます。 

高齢者の生活支援（高齢者自立支援住宅改修給付事業） 

〇 高齢者の在宅における自立を、住環境改善の観点から支援する必要があります。住環

境を改善することで、避難路を確保する必要があります。 
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障害者の地域生活支援（障害者等日常生活用具費等給付事業） 

〇 障害者の在宅における自立を、住環境改善の観点から支援する必要があります。 

福祉的環境の整備の推進 

〇 災害時の安全な避難のため、不特定多数が利用する施設のバリアフリー化を進める必

要があります。 

学校施設の老朽化対策・維持管理 

〇 校舎や体育館等において、経年劣化等により改修が必要となっているため、老朽化対

策を図る必要があります。 

学校施設の防災機能強化 

○ 多くの校舎及び体育館等において老朽化が進み、外壁等の対策を要する建物が増えて

います。今後、迅速かつ適切な対応が必要となります。 

分倍河原駅周辺整備事業（駅、自由通路及び溜まり空間等の交通基盤の整備）の推進 

〇 分倍河原駅周辺には木造を含む老朽化した建築物が密集しており、また、駅施設や南

武線を跨ぐ跨
こ

線
せん

橋
きょう

も老朽化が進んでいることから、駅周辺の整備を進める必要があり

ます。 

避難路の通行確保対策 

〇 市街地における倒木のおそれのある街路樹の対策、無電柱化、避難路沿道のブロック

塀等倒壊防止の対策を進めるなど、避難路の通行を妨げない取組を推進する必要があり

ます。 

ハード面及びソフト面からの様々な対策（オープンスペースの確保等）の実施 

〇 救出救助活動等の不足が懸念されるため、活動拠点及び避難場所となる都市公園等の

オープンスペースの確保や、実災害を想定した各種訓練の反復実施・検証による対処計

画等の充実化など、ハード面及びソフト面からの様々な対策を図る必要があります。 

公園等の防災機能強化 

〇 避難場所や救出救助のための活動拠点等となる都市公園に、非常用発電設備等の防災

関連施設を整備することで、避難者の安全確保や救出救助部隊の活動支援のための防災

機能を強化していく必要があります。 

避難所・避難路サインの整備 

〇 指定避難所及び避難場所、避難路等の状況等を踏まえ、必要に応じて避難所・避難路

サインの整備・修正等を行うとともに、適切な維持・管理を行う必要があります。 

家庭内での対策推進、消防団・自主防災組織の強化 

〇 地域一丸となった災害対応体制を構築するには、自助、共助を促す取組が重要である

ことから、各家庭内における避難路の確保や出火防止対策、消防団や自主防災組織等の

充実・強化を図る必要があります。 
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住民の防災意識の高揚 

〇 自治会・町会や自主防災組織の防災訓練を通して、住民の防災意識の高揚を図る必要

があります。 

 

 

1-2) 密集市街地や不特定多数が集まる施設における大規模火災による多数の死傷者

の発生 

分倍河原駅周辺整備事業（駅、自由通路及び溜まり空間等の交通基盤の整備）の推進  

【再掲⇒1-1)、2-4)、5-3)、6-4)、7-1)、7-2)】 

  

ハード面及びソフト面からの様々な対策（オープンスペースの確保等）の実施  【再掲⇒1-1)、

1-3)、1-4)、2-1)、2-3)】 

  

公園等の防災機能強化  【再掲⇒1-1)、1-3)、1-4)、2-1)、2-3)】 

  

避難所・避難路サインの整備  【再掲⇒1-1)、1-3)、1-4)、2-2)、7-1)】 

  

家庭内での対策推進、消防団・自主防災組織の強化 【再掲⇒1-1)、4-3)】  

  

住民の防災意識の高揚  【再掲⇒1-1)、1-3)、1-4)、2-1)、2-2)、2-6)、2-7)、4-2)、4-3)、7-1)】 

  

出火・延焼の抑制（火災予防・被害軽減対策）  

〇 震災時の火災予防・被害軽減のため、延焼遮断等に有効な幹線道路の整備を行うなど、

様々な施策を講じ、燃えない・燃え広がらないまちづくりを推進する必要があります。 

狭あい道路の拡幅整備 

○ 市内には幅員が４メートルに満たない道路（狭あい道路）が多数あり、安全な住宅地

の形成、災害時における避難、救助に支障を来すおそれがあるため、狭あい道路の拡幅

を行う必要があります。 

通電火災の防止、啓発 

○ 地震後の通電火災を防止するため、避難時におけるブレーカーの遮断、再通電時にお

ける電気機器の確認等の啓発を図る必要があります。 

装備資器材の充実等による災害対応能力の向上 

〇 様々な災害に対応するため、災害対応機関等の装備資器材及び活動部隊を充実させる

とともに、各種訓練等による災害対応能力及び連携能力の向上を図る必要があります。 
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初期消火力の向上 

○ 住民・地域・事業所等への防火・防災に関する訓練指導を実施し、防災力の向上を図

るとともに、事業所や自治会町内会がより積極的に訓練を実施するよう、地域への働き

かけを進める必要があります。 

出火・延焼の抑制（火災延焼の拡大防止対策）  

〇 大規模火災の延焼拡大を迅速に阻止するため、緊急通行車両が円滑に通行でき、かつ

一般車両の進入を禁止又は抑制する体制を構築する必要があります。 

出火・延焼の抑制（火災時の対応力強化） 

〇 消防機関は、震災時における大規模火災への対応力強化のための体制、消防水利の整

備を推進する必要があります。また、都外からの応援部隊も含め、救出救助機関が円滑

に活動を展開するための活動拠点について、国、都、市等が連携して、受入態勢を充実・

強化する必要があります。 

 

 

1-3) 突発的又は広域かつ長期的な市街地等の浸水による多数の死傷者の発生 

ハード面及びソフト面からの様々な対策（オープンスペースの確保等）の実施  【再掲⇒1-1)、

1-2)、1-4)、2-1)、2-3)】 

  

公園等の防災機能強化  【再掲⇒1-1)、1-2)、1-4)、2-1)、2-3)】 

  

避難所・避難路サインの整備  【再掲⇒1-1)、1-2)、1-4)、2-2)、7-1)】 

  

住民の防災意識の高揚  【再掲⇒1-1)、1-2)、1-4)、2-1)、2-2)、2-6)、2-7)、4-2)、4-3)、7-1)】 

  

要配慮者利用施設等での浸水対策・避難確保 

〇 浸水想定区域等に所在する事業所に対して、水防法に基づく避難確保・浸水防止計画

の作成、従業員への計画周知等を求めていく必要があります。 

指定管理施設「特別養護老人ホームよつや苑」の浸水対策・避難確保 

〇 必要に応じ、避難訓練や「多摩川の洪水時における避難確保計画」の見直しを求めて

いく必要があります。 

府中市水害ハザードマップの普及促進 

〇 近年頻発している、想定を超える降雨や局地的豪雨を踏まえ、洪水時における市民の

迅速かつ円滑な避難に役立つよう、浸水想定区域や避難に関する情報を記載した府中市

水害ハザードマップを普及・促進する必要があります。 
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タイムラインの作成・充実・改善 

〇 市では多摩川の氾濫が想定されており、多摩川流域を対象に、台風接近時における事

前の防災行動を時系列に沿って整理した防災行動計画（タイムライン）を作成し、作成

後も適宜見直しを図っていく必要があります。 

逃げ遅れ防止対策 

〇 逃げ遅れ防止、要配慮者の避難確保のため、防災リーダーの確保や支援体制の構築を

図る必要があります。 

避難に役立つ情報の充実 

〇 河川水位、雨量情報の提供、洪水予報等の防災情報の発信、浸水予想区域図の作成、

公表等の避難に役立つ情報の充実をより一層図る必要があります。 

広域的避難の枠組み整備 

〇 多摩川は浸水想定区域が広範であり、長期間にわたり湛
たん

水するおそれがあります。市

単独では避難先の収容能力が十分でないため、都や他の市区町村、鉄道事業者等の関係

機関と連携・協力しながら、広域避難の検討を進める必要があります。 

河川堤防等の整備の推進 

〇 多摩川の大地震に対する安全性等の向上を図るため、地盤改良等の既設堤防の耐震対

策や緩傾斜型堤防の整備を推進する必要があります。 

自然との共生及び環境との調和 

〇 河川整備に当たっては、自然との共生及び環境との調和に配慮する必要があります。 

防災気象情報の提供 

〇 関係機関や住民がより適時に的確な防災行動・対策がとれるよう、防災気象情報を確

実に提供していく必要があります。 

 

 

1-4) 火山噴火により脆弱性が高まる事態、土砂災害等による死傷者の発生 

避難路の通行確保対策  【再掲⇒1-1)、7-1)】 

  

ハード面及びソフト面からの様々な対策（オープンスペースの確保等）の実施  【再掲⇒1-1)、

1-2)、1-3)、2-1)、2-3)】 

  

公園等の防災機能強化  【再掲⇒1-1)、1-2)、1-3)、2-1)、2-3)】 

  

避難所・避難路サインの整備  【再掲⇒1-1)、1-2)、1-3)、2-2)、7-1)】 

  

住民の防災意識の高揚  【再掲⇒1-1)、1-2)、1-3)、2-1)、2-2)、2-6)、2-7)、4-2)、4-3)、7-1)】 
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防災気象情報の提供  【再掲⇒1-3)、2-2)】 

  

富士山の噴火による降灰への対策 

〇 府中市は、富士山火口からの距離があるため、溶岩流や火砕流等による被害を受け 

る可能性は低いものの、広範囲な降灰に起因する被害が想定されます。都市においては、

少量の火山灰であっても、交通障害や健康被害など社会的影響が大きいことから、国や

都の検討状況を踏まえて対策を検討する必要があります。 

地滑りや土石流等、土砂災害対策 

○ 土砂災害特別警戒区域内における建築に当たっては、建築物の構造など適切に設計を

する必要があります。 

また、市が所有する公園緑地、学校、道路等の崖地について、整備を進めていく必要

があります。 

土砂災害等における道路寸断対策 

〇 土砂災害等により、道路が寸断され、迅速な避難等ができなくなる可能性があります。

線形改良や代替路の確保など、防災性の向上を図る道路整備を推進する必要がありま

す。 

道路斜面等の安全対策の推進（維持管理体制の確保） 

〇 道路斜面や盛土等の要対策箇所について、安全確保を着実に行うため、計画的な維持

管理を図る必要があります。 

道路斜面等の安全対策の推進（緊急性の高い箇所の安全対策） 

〇 道路斜面において、崩落や落石等による通行への影響を未然に防ぐため、巡回・点検

等を行い、緊急性の高い箇所から順次安全対策を推進する必要があります。 

土砂災害対策の充実・強化（警戒避難体制の構築） 

〇 土砂災害（特別）警戒区域内において、大雨時や地震災害発生後に住民が適切な避難

行動を行わず、人的被害が発生するおそれがあるため、警戒避難体制を構築する必要が

あります。 

観測・監視の強化や予測精度の向上等 

〇 大雨や地震災害発生後の急傾斜地の異常を見落とすことにより、住民への避難指示が

遅れるなどして人的被害につながるため、監視体制を強化する必要があります。 
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２  救助・救急、医療活動が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難を

確実に確保する 

 

2-1) 被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エネルギー供給の停止 

学校施設の老朽化対策・維持管理  【再掲⇒1-1)、2-7)】 

  

ハード面及びソフト面からの様々な対策（オープンスペースの確保等）の実施  【再掲⇒1-1)、

1-2)、1-3)、1-4)、2-3)】 

  

公園等の防災機能強化  【再掲⇒1-1)、1-2)、1-3)、1-4)、2-3)】 

  

住民の防災意識の高揚  【再掲⇒1-1)、1-2)、1-3)、1-4)、2-2)、2-6)、2-7)、4-2)、4-3)、7-1)】 

  

道路機能の維持管理 

〇 道路機能を適切に維持するため、舗装、橋りょう（ペデストリアンデッキを含む。）、

街路樹等の道路付属物の予防保全型管理の推進、ＩＣＴを活用するなど、維持管理の高

度化を行う必要があります。 

道路等の災害対応力の強化等（緊急輸送道路等） 

〇 災害時における緊急支援物資輸送の維持又は早期復旧のため、幹線道路ネットワーク

の整備、緊急輸送道路等の橋りょうの補修・架け替え・耐震補強等の実施、道路斜面の

安全対策、無電柱化の推進など、道路等の災害対応力を強化するとともに、発災後の迅

速な輸送経路啓開に向けて、関係機関との連携体制を構築していく必要があります。 

道路等の災害対応力の強化等（避難路等） 

〇 災害時に重要な避難路となる道路は、寸断すると迅速な避難や救助、救援活動などが

行えなくなるおそれがあることから、現道拡幅や線形改良、代替路の確保などの道路整

備を着実に推進し、防災性の向上を図る必要があります。 

迅速な輸送経路啓開に向けた連携体制の構築 

〇 災害時においても交通や物流を確保し、道路閉塞による救助・救援・緊急物資輸送へ

の支障を防止するため、発災後の迅速な輸送経路啓開に向けて、関係機関との連携体制

を構築していく必要があります。 

道路啓開のための資器材置場の整備の推進 

〇 災害時においては、必要な資器材等の確保に時間を要するなど、応急・復旧対策の迅

速化が課題となることから、幹線道路における陸橋等の高架下を活用して、資器材置場

の整備を推進する必要があります。 
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道路ネットワークの拡充（ミッシングリンクの解消） 

〇 未整備のために途中で途切れている区間であるミッシングリンクや、幅員が十分でな

い緊急輸送道路など、災害時に救助・救援活動が遅れる等の懸念があることから、道路

ネットワークの形成を進める必要があります。 

連続立体交差事業の推進 

〇 踏切が閉まることで、緊急・救急活動の妨げとなることから、道路と交差する鉄道を

一定区間連続して高架化する連続立体交差事業を推進する必要があります。 

信号機の停止の回避及び停止時の対応強化（停電対策） 

〇 停電や冠水、沿線・沿道の建物崩壊などによって、信号機の作動に支障が生じるおそ

れがあります。そのため、特に交通量の多い幹線道路から優先順位を付けた上で、信号

機用非常用電源設備を整備していくことが求められます。さらに、信号機の信号柱内に

信号制御機を密閉する制御機内蔵型信号柱の整備を検討する必要があります。 

信号機の停止の回避及び停止時の対応強化（道路情報の提供） 

〇 信号機の全面停止等により、重大な交通事故や交通渋滞を発生させて、避難に支障が

出るおそれがあります。そのため、道路情報など有用な情報提供が可能となる具体的な

仕組みの構築及び自動車走行情報などの先進的なＩＴＳ技術の活用を図っていく必要が

あります。 

協定事業者との連携の強化 

〇 発災直後は、被災地方自治体において正確な情報把握に時間を要すること、民間の物

資供給能力が低下することから、協定事業者と連携し、必要な物資を迅速に調達する必

要があります。 

多様な輸送手段の活用 

〇 交通インフラの被害や沿道・沿線の建築物の倒壊による交通遮断により、緊急輸送や

物流が長期的に滞る可能性があるため、多様な交通手段の活用を検討する必要がありま

す。 

災害時の物資輸送体制の整備 

〇 全国から輸送される膨大な量の支援物資を必要な場所・被災者に滞りなく届けるため、

物資輸送体制を整備する必要があります。 

迅速な応急給水体制の構築 

〇 給水支援を迅速に行うため、断水の範囲や被害規模を早期に把握する必要があります。 

多様な輸送手段の連携によるネットワークの強化 

〇 大規模地震や多摩川の氾濫により交通インフラが寸断するおそれがあるため、多様な

輸送手段と連携し、ネットワークを強化する必要があります。 

 

 

 



64 

 

的確な情報による物資供給ルートの確保等 

〇 大規模災害による交通インフラ等の被害や復旧見込み等の情報が被災地外へ配信され

ないことにより、支援物資の供給が滞るおそれがあるため、必要な情報の収集・伝達体

制を確立する必要があります。 

ライフラインの耐震化の促進、各機関等との連携強化 

〇 エネルギー供給の長期途絶を回避するため、各ライフライン機関における施設の耐震

対策を促進するとともに、被災後の迅速な復旧を図るため、平時から連絡会議や訓練を

実施し、連携体制を強化する必要があります。 

再生可能及び自立分散型エネルギーの導入拡大 

〇 太陽光発電などの再生可能エネルギー及び高効率なコージェネレーションシステムや

家庭用蓄電池などの自立分散型エネルギーについて、国や都などの関係機関と連携を図

りながら導入を拡大していく必要があります。 

自助・共助・公助による備蓄物資の確保 

〇 府中市の防災備蓄量は、震災による火災や家屋の倒壊等により自宅が滅失した住民を

３日間支援することを想定しており、必要な物資が必要な被災者に十分行き届かなくな

る可能性があることから、備蓄物資の更なる充実を図る必要あります。 

避難所における生活必需品等の備蓄 

〇 避難所における防災倉庫の容量不足や設置場所の制限等により、避難所の開設・運営

及び被災者支援に必要となる資材が十分に確保できず、被災者支援に混乱を来す可能性

があるため、備蓄場所や生活必需品の更なる充実を図る必要があります。 

応急対策用の燃料確保 

〇 震災に備えて、災害拠点病院、緊急通行車両を対象とした、初動期３日間分の応急対

策用の燃料確保が課題となっており、対策を講じていく必要があります。 

石油燃料等供給の確保 

〇 災害時に石油燃料等を安定的に確保するため、関係機関と協力体制を構築する必要が

あります。 

無電柱化の推進 

〇 避難場所と緊急輸送道路を結ぶ路線など、防災上重要な市道においても、無電柱化を

促進する必要があります。 

災害時応援協定を締結した民間団体等との連携強化 

〇 道路啓開や支援物資の輸送を迅速に行うため、災害時応援協定の締結先である民間団

体等と連携を更に強化する必要があります。 
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2-2) 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生 

避難所・避難路サインの整備  【再掲⇒1-1)、1-2)、1-3)、1-4)、7-1)】 

  

住民の防災意識の高揚  【再掲⇒1-1)、1-2)、1-3)、1-4)、2-1)、2-6)、2-7)、4-2)、4-3)、7-1)】 

  

タイムラインの作成・充実・改善  【再掲⇒1-3)】 

  

逃げ遅れ防止対策  【再掲⇒1-3)、4-3)】 

  

避難に役立つ情報の充実  【再掲⇒1-3)】 

  

広域的避難の枠組み整備  【再掲⇒1-3)】 

  

河川堤防等の整備の推進  【再掲⇒1-3)、6-5)、7-4)】 

  

防災気象情報の提供  【再掲⇒1-3)、1-4)】 

  

多様な輸送手段の連携によるネットワークの強化  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-1)、5-3)、5-4)、6-4)、7-2)】 

  

自助・共助・公助による備蓄物資の確保  【再掲⇒2-1)、5-4)、6-2)】 

  

避難所における生活必需品等の備蓄  【再掲⇒2-1)、2-7)、5-4)、6-2)】 

  

ヘリコプターによる対策の充実 

〇 建物倒壊などによって道路が使用できなくなった場合の対応として、陸路の影響を受

けないヘリコプターによる対策を充実させていく必要があります。 

 

 

2-3) 自衛隊、警察、消防等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足 

ハード面及びソフト面からの様々な対策（オープンスペースの確保等）の実施  【再掲⇒1-1)、

1-2)、1-3)、1-4)、2-1)】 

  

公園等の防災機能強化  【再掲⇒1-1)、1-2)、1-3)、1-4)、2-1)】 
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狭あい道路の拡幅整備  【再掲⇒1-2)、7-1)】 
  

初期消火力の向上  【再掲⇒1-2)、7-1)】 
  

出火・延焼の抑制（火災時の対応力強化）  【再掲⇒1-2)、7-1)】 
  

無電柱化の推進  【再掲⇒2-1)、6-4)】 
  

緊急通行車両の円滑な通行 

〇 震災時に災害応急対策を迅速に展開するため、緊急自動車及び緊急通行車両が円滑に

通行でき、かつ一般車両の進入を禁止又は抑制する体制を構築する必要があります。 

要配慮者対策の推進 

〇 災害時に支援が必要となる高齢者や障害者などの要配慮者に対する共助の支援体制を

整備する必要があります。 

〇 難病患者等人工呼吸器使用者については、災害時の停電に備え、在宅における電力を

確保する必要があります。 

装備・資器材等の充実強化、人材育成等の推進等 

〇 自衛隊、警察、消防などの救出救助機関の態勢・装備・資器材の充実強化を図り、災

害対応力を向上させる必要があります。また、多種多様な災害に対応できる人材を育成

するとともに、各機関からの迅速な受入態勢を整備する必要があります。 

災害応急対策の標準化の推進と実効性の向上 

〇 災害対応に当たる機関ごとに態勢や資器材が異なることから、災害応急対策の標準化

を図るとともに、情報の共有化方法を検討する必要があります。 

また、個々の災害現場に対応した訓練環境を整備するとともに、明確な目標の下に合

同訓練等を実施し、災害応急対策の実効性を高めていく必要があります。 

応急活動拠点の整備（視認可能な建物名称（ヘリサイン）の表示） 

〇 府中市が被災した場合は、全国から自衛隊・警察・消防などの航空隊が派遣され、災

害活動に当たります。このため、建物の屋上等に上空から視認可能な建物名称（ヘリサ

イン）を表示することで、他都道府県の応援航空部隊等が飛行位置の把握や、活動対象

施設の特定を容易に行うことを可能にし、航空部隊の災害活動態勢及び震災時における

受援体制を強化する必要があります。 

応急活動拠点の整備（ハード対策、ソフト対策の充実強化） 

〇 救出救助活動等の不足が懸念されるため、引き続き、活動の拠点や避難場所となる都

市公園等のオープンスペースの確保や、実災害を想定した各種訓練の反復実施・検証に

よる対処計画等の充実化など、ハード面、ソフト面からの様々な対策を図る必要があり

ます。 
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応急活動拠点の整備（受入態勢の充実強化） 

〇 都外からの応援部隊も含め、救出救助機関が円滑に活動を展開するための活動拠点に

ついて、都各局をはじめ、国、近隣市等と連携して、受入態勢を充実強化する必要があ

ります。 

 

 

2-4) 想定を超える大量の帰宅困難者の発生、混乱  

分倍河原駅周辺整備事業（駅、自由通路及び溜まり空間等の交通基盤の整備）の推進  

【再掲⇒1-1)、1-2)、5-3)、6-4)、7-1)、7-2)】 

  

総合的な帰宅困難者対策の推進 

〇 大規模地震が発生し、多くの人が帰宅を開始した場合、建物倒壊や火災などで、帰宅

困難者自身が危険にさらされるだけでなく、発災後に優先して実施していかなければな

らない救助・救護・消火活動・緊急輸送等の妨げとなるおそれがあります。そのため、

一斉帰宅の抑制の徹底、一時滞在施設の確保、安否確認や情報提供のための体制整備、

帰宅支援など、総合的な帰宅困難者対策を推進する必要があります。特に、鉄道等の交

通機関の停止に伴い、多数の帰宅困難者が発生した場合は、駅での一時的退避に係る案

内、安全な場所への避難誘導等、帰宅困難者を保護する必要があります。 

事業者による計画作成の促進及び一時滞在施設の拡充等 

〇 府中市地域防災計画では、行き場のない帰宅困難者を６６，１５３人と想定しており、

全ての帰宅困難者を収容できないため、事業者が一斉帰宅を抑制するための計画を作成

するとともに、一時滞在施設の拡充及び備蓄の増強を図る必要があります。 

災害時帰宅支援ステーション等の充実等 

〇 安全確保後の帰宅支援として、災害時帰宅支援ステーション等の充実を図るとともに、

要配慮者のための特別搬送について、国、都、近隣自治体、交通事業者等と連携した体

制づくりを行っていく必要があります。 

情報通信インフラの整備 

〇 観光拠点や防災拠点等において、災害時にも有効に機能する無料公衆無線ＬＡＮの整

備を推進する必要があります。 

観光客に対する広報・啓発 

○ 災害時に備えた情報提供として、地震が発生した際の避難場所等を観光マップに掲載

し、平常時から周知を図る必要があります。 

観光客に対する平時における情報伝達体制の強化 

〇 観光客への情報発信施設において、災害情報についても速やかに発信できる体制の構

築を検討する必要があります。 
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観光客に対する災害時における情報伝達体制の強化 

〇 観光客に対する迅速かつ正確な情報提供や避難誘導体制を整備する必要があります。 

観光客・来訪者に対する輸送手段の確保 

○ 輸送手段の確保について具体的な検討を進める必要があります。 
 
 

 

2-5) 医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶、エネルギー供給の

途絶による医療機能の麻ひ 

道路機能の維持管理  【再掲⇒2-1)、5-1)、5-3)、5-4)、6-4)】  

  

道路等の災害対応力の強化等（緊急輸送道路等）  【再掲⇒2-1)、5-1)、5-3)、5-4)、6-4)、7-2)】 

  

道路等の災害対応力の強化等（避難路等）  【再掲⇒2-1)、6-4)、7-1)、7-2)】 

  

迅速な輸送経路啓開に向けた連携体制の構築  【再掲⇒2-1)、5-1)、5-3)、5-4)、6-4)、7-1)】 

  

道路啓開のための資器材置場の整備の推進  【再掲⇒2-1)、5-1)、5-3)、5-4)、6-4)、7-2)】 

  

道路ネットワークの拡充（ミッシングリンクの解消）  【再掲⇒2-1)、5-1)、5-3)、5-4)、6-4)、7-2)】 

  

連続立体交差事業の推進  【再掲⇒2-1)、5-3)、6-4)】 

  

信号機の停止の回避及び停止時の対応強化（停電対策）  【再掲⇒2-1)、3-1)、5-1)、5-3)、5-4)、

6-4)、7-2)】 

  

信号機の停止の回避及び停止時の対応強化（道路情報の提供）  【再掲⇒2-1)、3-1)、5-1)、

5-3)、5-4)、6-4)】 

  

多様な輸送手段の連携によるネットワークの強化  【再掲⇒2-1)、2-2)、5-1)、5-3)、5-4)、6-4)、7-2)】 

  

ライフラインの耐震化の促進、各機関等との連携強化  【再掲⇒2-1)、5-2)】 

 

再生可能及び自立分散型エネルギーの導入拡大  【再掲⇒2-1)、5-2)、6-1)】 
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応急対策用の燃料確保  【再掲⇒2-1)】  

  

災害時応援協定を締結した民間団体等との連携強化  【再掲⇒2-1)、5-1)、5-3)、5-4)、6-4)、7-2)】  

  

緊急通行車両の円滑な通行  【再掲⇒2-3)】 

  

要配慮者対策の推進  【再掲⇒2-3)、4-3)】  

  

医療施設におけるヘリコプターの緊急離発着場の確保 

〇 発災時の道路等のインフラ確保はもとより、道路等が被災しても、負傷者や医療従事

者を円滑に輸送できるよう、医療施設におけるヘリコプターの緊急離発着場を確保し、

医療機関と連携して運用する必要があります。さらには緊急車両、航空機等の輸送手段

を有する関係機関と連携していく必要があります。 

医療機関における多様な通信・情報手段の確保 

〇 災害時には、通信網が機能しなくなり、負傷者や医療従事者が医療機関に円滑にたど

り着けないなどのおそれがあるため、医療関係機関に多様な通信・情報提供手段を確保

して、医療救護活動に関する情報連絡網を維持する必要があります。 

燃料タンクの整備や緊急給油訓練等の推進 

〇 緊急医療救護所や行政施設などにおいて、自家発電装置の稼働延長に伴う燃料タンク

の整備や緊急給油訓練等を推進する必要があります。 

地域医療体制の整備 

〇 緊急医療救護所や避難所において、発災直後から、被災者の救護活動、避難者の健康

状態の把握、感染症予防及びメンタルヘルスケアなどの保健活動を速やかに実施できる

体制を整備するとともに、都と連携し、災害時健康危機管理支援チーム（ＤＨＥＡＴ）

の受援体制を構築する必要があります。 

 

 

2-6) 被災地における疫病・感染症等の大規模発生 

住民の防災意識の高揚  【再掲⇒1-1)、1-2)、1-3)、1-4)、2-1)、2-2)、2-7)、4-2)、4-3)、7-1)】  

  

地域医療体制の整備  【再掲⇒2-5)】  

  

災害時の感染防止 

〇 感染症まん延時における災害対応を想定し、災害対策本部や避難所などの人が密集す

ることが想定される防災拠点において、三つの密（①密閉空間、②密集場所、③密接場

面）を避けるための空間の確保や運用方法を検討する必要があります。 
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避難所開設・運営方法の確立 

〇 感染症まん延時を想定した避難所の開設・運営方法の確立、習熟を図る必要がありま

す。 

避難所における過密状態の防止対策の実施 

〇 感染症対策のため、避難所が過密状態になることを防ぐ必要があります。 

避難所における衛生管理 

〇 避難所などの平時と異なる生活環境下での衛生状況の悪化を防ぐため、飲料水の安全

確保、室内環境の調査・助言・指導、トイレやごみ保管場所の適正管理などを行ってい

く必要があります。 

防災拠点・避難所等における感染症対策物資の備蓄 

〇 感染症まん延時には、防災拠点や避難所等での感染拡大防止に必要な物資が不足する

おそれがあり、衛生用品等を備蓄しておく必要があります。 

予防接種の実施 

〇 平時から感染症の発生やまん延を防止するための予防接種を実施しておく必要があり

ます。 

動物に対する適正飼養の啓発 

〇 避難所における動物の適正な飼養につながるよう、健康面やしつけを含めた日頃の動

物の適正な飼養についての普及啓発活動を実施する必要があります。 

火葬体制の確保 

〇 大規模災害時に、平時に使用している火葬場の火葬機能を確保するための体制を構築

しておく必要があります。 

 

 

2-7) 劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理による多数の被災者の健康状態の悪化・

死者の発生 

高齢者の生活支援（高齢者自立支援住宅改修給付事業）  【再掲⇒1-1)】 

 

障害者の地域生活支援（障害者等日常生活用具費等給付事業） 【再掲⇒1-1)】 

 

福祉的環境の整備の推進  【再掲⇒1-1)】 

 

学校施設の老朽化対策・維持管理  【再掲⇒1-1)、2-1)】 

 

学校施設の防災機能強化  【再掲⇒1-1)】 
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住民の防災意識の高揚  【再掲⇒1-1)、1-2)、1-3)、1-4)、2-1)、2-2)、2-6)、4-2)、4-3)、7-1)】 

  

避難所における生活必需品等の備蓄  【再掲⇒2-1)、2-2)、5-4)、6-2)】  

  

避難所における衛生管理  【再掲⇒2-6)】  

  

福祉避難所の確保 

〇 高齢者や障害者など、一般の避難所では生活が困難な要配慮者を受け入れる施設とな

る、福祉避難所を確保する必要があります。 

在宅避難や縁故避難の考え方の啓発等 

○ 感染症の感染拡大防止に向けた密集回避のために、また、避難所で環境の変化などに

よって体調を崩さないために、避難所以外への避難も推進する必要があります。 

避難所における電源対策 

○ 災害時、外国人観光客を含む来訪者の情報収集の手段として、スマートフォンの活用

が目立つことから、長期間の停電が発生するような場合には住民はもちろん、来訪者の

ためのスマートフォンの充電対策を検討する必要があります。また、冷暖房などの生活

機能維持のための対策を実施する必要があります。 
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３  必要不可欠な行政機能は確保する 

 

3-1) 被災による治安の悪化、社会の混乱 

信号機の停止の回避及び停止時の対応強化（停電対策）  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-1)、5-3)、5-4)、

6-4)、7-2)】 

  

信号機の停止の回避及び停止時の対応強化（道路情報の提供）  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-1)、

5-3)、5-4)、6-4)】 

  

公共の安全等の秩序維持体制の整備 

〇 警察、交通安全・防犯関連団体との連携の強化を図る必要があります。 

警察機能の維持（警察災害派遣隊の受入態勢の整備） 

〇 警察災害派遣隊の受入れに向けて、活動拠点の確保や的確な運営に向けた検討を進め

る必要があります。 

警察機能の維持（指揮機能の維持） 

〇 警察の本部庁舎の機能が停止した場合にも、指揮機能を維持するための施設整備等を

進めていく必要があります。 

総合指揮所の改修や代替施設の整備 

〇 被災により警察施設の機能低下が生じるおそれに対し、総合指揮所の改修や代替施設

の整備を図っていく必要があります。 

交通の安全と円滑化 

〇 震災時における交通の安全と円滑化を図るための対策を検討する必要があります。ま

た、災害応急対策を迅速かつ円滑に実施するため、災害対策基本法に規定する指定機関

等が保有する車両で、かつ、災害応急対策や緊急輸送に使用する計画のある車両につい

ては、緊急通行車両等の事前届出を行う必要があります。 

 

 

3-2) 市の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下 

燃料タンクの整備や緊急給油訓練等の推進  【再掲⇒2-5)】 

  

防災上重要な公共建築物の耐震化 

〇 防災上重要な公共建築物の耐震化を促進する必要があります。 
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新庁舎建設の推進 

〇 市庁舎は、府中市耐震改修促進計画において、防災上重要な公共建築物に位置付けら

れ、大規模災害時等に災害対策の拠点となる建物ですが、一部で耐震基準を満たしてお

らず、安全性が欠如していることから、早期の庁舎整備を進める必要があります。 

行政機関のＢＣＰの適切な運用 

〇 ＢＣＰを策定し、継続的に改善する必要があります。 

受援応援体制の構築 

〇 受援応援体制の整備に向けて、受援計画の策定、発災時に全庁の受援に関する事項を

統括する受援班・受援担当の設置、運用マニュアルの整備、他自治体との災害時協定の

締結、他自治体と合同で行う防災訓練等を実施する必要があります。 

代替庁舎の確保 

〇 大規模災害により、庁舎等が使用不能となる不測の事態も想定されることから、庁舎

の代替となる施設の確保に努めるとともに、災害対策本部機能の移転訓練を行う必要が

あります。 

災害対応の長期化に備えた職員へのストレスケア、勤務管理の整備 

〇 大規模災害が発生した場合、自治体職員は災害対応業務に従事することになり、平時

とは異なる業務内容、職場環境、長時間勤務等により、大きなストレスを受け、健康に

支障を来すことが予想されるため、長期化に備えた対応を整備する必要があります。 

り災証明書発行システムを活用した発行訓練の実施 

〇 大規模災害発生時に、迅速かつ適切に生活再建支援業務を実施するため、被災者情報

を一元的に管理するシステムを構築しています。災害時に適切に発行できるよう、職員

の訓練を実施する必要があります。 
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４  必要不可欠な情報通信機能・情報サービスは確保する 

 

4-1) 防災・災害対応に必要な通信インフラの麻ひ・機能停止 

情報通信システムの電源途絶に対する対応検討 

〇 電源途絶等に対する情報通信システムの機能確保に向けて、重要な行政情報確保のた

めの遠隔地バックアップなどの対策を検討するとともに、ＢＣＰにおける通信対策の見

直しを図る必要があります。 

防災関係機関の情報通信手段の多様化等 

〇 公立施設を始め、防災関係機関の拠点となる施設において、多様な情報通信手段や停

電時の非常用電源の確保などを図る必要があります。 

電気通信設備の災害対応力の強化（技術基準の見直し及び適合性の確認） 

〇 国は、電気通信設備の損壊又は故障等にかかる技術基準について、災害による被災状

況等（通信途絶、停電等）を踏まえて適宜見直しを実施することとなっており、各通信

事業者は当該基準への適合性の自己確認を実施する必要があります。 

電気通信設備の災害対応力の強化（設備投資） 

〇 情報通信の停止による応急対策への支障、被災者の混乱等をなるべく最小限に抑える

ため、通信事業者は、電気通信設備を設置するビルの耐震化や自家用発電機等の配備を

行っています。また、携帯電話の通信確保に備え、基地局の無停電対策や、移動・可搬

型基地局の整備などを実施しています。被災者の通信の復旧に差が出ることがないよう、

各社が足並みをそろえて対策を推進していく必要があります。 

 

 

4-2) テレビ・ラジオ放送の中断等により災害情報が必要な方に伝達できない事態 

住民の防災意識の高揚  【再掲⇒1-1)、1-2)、1-3)、1-4)、2-1)、2-2)、2-6)、2-7)、4-3)、7-1)】 

  

情報通信インフラの整備  【再掲⇒2-4)】 

  

情報発信手段の多様化 

〇 住民が必要とする災害情報の充実に向け、ホームページ、Ｔｗｉｔｔｅｒ等のＳＮＳ、

災害情報共有システム（Ｌアラート）など、情報発信の多様化を図る必要があります。 
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自主防災組織の育成強化 

〇 災害による被害を最小限にとどめるためには、住民間の情報伝達など地域防災活動の

充実が不可欠であり、その重要な役割を担う自主防災組織については、更なる組織化を

促進する必要があります。災害時に自主防災組織が効果的に防災活動を行うためには、

平常時からの活発な活動が必要なことから、今後一層の活動の活性化を促進する必要が

あります。また、男女共同参画の視点に立った地域防災活動が行われるよう、自主防災

組織への女性の積極的な参加を促す必要があります。 

施設のバックアップ機能の強化等 

〇 既に一部の放送事業者では実施されていますが、災害時の情報を住民に適切に提供で

きるよう、放送設備のある施設のバックアップ機能の強化、自家発電用燃料の確保等を

行っていく必要があります。 

 

 

4-3) 災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報の収集・伝達ができず、避難行

動や救助・支援が遅れる事態 

家庭内での対策推進、消防団・自主防災組織の強化  【再掲⇒1-1)、1-2)】  

  

住民の防災意識の高揚  【再掲⇒1-1)、1-2)、1-3)、1-4)、2-1)、2-2)、2-6)、2-7)、4-2)、7-1)】 

  

逃げ遅れ防止対策  【再掲⇒1-3)、2-2)】 

  

要配慮者対策の推進  【再掲⇒2-3)、2-5)】 

  

観光客に対する広報・啓発  【再掲⇒2-4)】  

  

観光客に対する平時における情報伝達体制の強化  【再掲⇒2-4)】 

  

観光客に対する災害時における情報伝達体制の強化  【再掲⇒2-4)】 

  

避難所における電源対策  【再掲⇒2-7)】 

 

情報発信手段の多様化  【再掲⇒4-2)】 
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公共施設の情報提供体制の強化 

〇 公共空間、公立施設等に無料公衆無線ＬＡＮなどを整備するとともに、災害時に多言

語による災害情報を提供できるよう、体制を充実・強化していく必要があります。 

ＩＴＳの活用による情報提供の充実 

〇 運転者等に有用な道路交通に関する情報の提供を実施するため、災害時等にインター

ネットを通じた通行止め・渋滞・火災情報を提供する仕組みを構築し、ＩＴＳ技術の活

用による提供情報の充実に取り組んでいく必要があります。 
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５  経済活動を機能不全に陥らせない 

 

5-1) サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下 

道路機能の維持管理  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-3)、5-4)、6-4)】 

  

道路等の災害対応力の強化等（緊急輸送道路等）  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-3)、5-4)、6-4)、7-2)】 

  

迅速な輸送経路啓開に向けた連携体制の構築  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-3)、5-4)、6-4)、7-1)】 

  

道路啓開のための資器材置場の整備の推進  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-3)、5-4)、6-4)、7-2)】 

  

道路ネットワークの拡充（ミッシングリンクの解消）  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-3)、5-4)、6-4)、7-2)】 

  

信号機の停止の回避及び停止時の対応強化（停電対策）  【再掲⇒2-1)、2-5)、3-1)、5-3)、5-4)、

6-4)、7-2)】  

  

信号機の停止の回避及び停止時の対応強化（道路情報の提供）  【再掲⇒2-1)、2-5)、3-1)、

5-3)、5-4)、6-4)】 

  

多様な輸送手段の連携によるネットワークの強化  【再掲⇒2-1)、2-2)、2-5)、5-3)、5-4)、6-4)、7-2)】 

  

災害時応援協定を締結した民間団体等との連携強化  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-3)、5-4)、6-4)、7-2)】 

  

緊急輸送道路沿道建築物の耐震化 

〇 緊急輸送道路の閉塞を防ぐため、緊急輸送道路沿道建築物の耐震化を促進する必要が

あります。 

中小企業のＢＣＰ策定促進（事業継続力の強化） 

〇 リスクが発生した場合でも、速やかに事業を継続するためのＢＣＰの策定は、サプラ

イチェーンを担う中小企業にとって非常に重要かつ喫緊の課題であることから、ＢＣＰ

の策定を促進し、危機管理対応能力の向上など、企業の事業継続力を強化する必要があ

ります。 
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5-2) エネルギー供給の停止による、社会経済活動・サプライチェーンの維持への甚大な

影響 

ライフラインの耐震化の促進、各機関等との連携強化  【再掲⇒2-1)、2-5)】 

  

再生可能及び自立分散型エネルギーの導入拡大  【再掲⇒2-1)、2-5)、6-1)】 

  

石油燃料等供給の確保  【再掲⇒2-1)、6-1)】 

 

 

 

5-3) 基幹的陸上交通ネットワークの機能停止による物流・人流への甚大な影響 

分倍河原駅周辺整備事業（駅、自由通路及び溜まり空間等の交通基盤の整備）の推進  

【再掲⇒1-1)、1-2)、2-4)、6-4)、7-1)、7-2)】 

  

道路機能の維持管理  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-1)、5-4)、6-4)】 

  

道路等の災害対応力の強化等（緊急輸送道路等）  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-1)、5-4)、6-4)、7-2)】 

  

迅速な輸送経路啓開に向けた連携体制の構築  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-1)、5-4)、6-4)、7-1)】 

  

道路啓開のための資器材置場の整備の推進  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-1)、5-4)、6-4)、7-2)】 

  

道路ネットワークの拡充（ミッシングリンクの解消）  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-1)、5-4)、6-4)、7-2)】 

  

連続立体交差事業の推進  【再掲⇒2-1)、2-5)、6-4)】 

  

信号機の停止の回避及び停止時の対応強化（停電対策）  【再掲⇒2-1)、2-5)、3-1)、5-1)、5-4)、

6-4)、7-2)】 

  

信号機の停止の回避及び停止時の対応強化（道路情報の提供）  【再掲⇒2-1)、2-5)、3-1)、

5-1)、5-4)、6-4)】 

  

多様な輸送手段の連携によるネットワークの強化  【再掲⇒2-1)、2-2)、2-5)、5-1)、5-4)、6-4)、7-2)】 
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災害時応援協定を締結した民間団体等との連携強化  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-1)、5-4)、6-4)、7-2)】 

  

緊急輸送道路沿道建築物の耐震化  【再掲⇒5-1)、5-4)、6-4)、7-2)】 

  

路面の凍結防止対策 

〇 坂道等での路面凍結による事故を防ぐため、危険箇所に凍結防止剤を散布する必要が

あります。 

 
 

5-4) 食料等の安定供給の停滞 

道路機能の維持管理  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-1)、5-3)、6-4)】 

  

道路等の災害対応力の強化等（緊急輸送道路等）  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-1)、5-3)、6-4)、7-2)】 

  

迅速な輸送経路啓開に向けた連携体制の構築  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-1)、5-3)、6-4)、7-1)】 

  

道路啓開のための資器材置場の整備の推進  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-1)、5-3)、6-4)、7-2)】  

道路ネットワークの拡充（ミッシングリンクの解消）  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-1)、5-3)、6-4)、7-2)】 

  

信号機の停止の回避及び停止時の対応強化（停電対策）  【再掲⇒2-1)、2-5)、3-1)、5-1)、5-3)、

6-4)、7-2)】 

  

信号機の停止の回避及び停止時の対応強化（道路情報の提供）  【再掲⇒2-1)、2-5)、3-1)、

5-1)、5-3)、6-4)】 

  

協定事業者との連携の強化  【再掲⇒2-1)】 

  

多様な輸送手段の活用  【再掲⇒2-1)、6-4)】 

  

災害時の物資輸送体制の整備  【再掲⇒2-1)】 

  

多様な輸送手段の連携によるネットワークの強化  【再掲⇒2-1)、2-2)、2-5)、5-1)、5-3)、6-4)、7-2)】 
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的確な情報による物資供給ルートの確保等  【再掲⇒2-1)、6-4)、7-2)】 

  

自助・共助・公助による備蓄物資の確保  【再掲⇒2-1)、2-2)、6-2)】 

  

避難所における生活必需品等の備蓄  【再掲⇒2-1)、2-2)、2-7)、6-2)】 

  

災害時応援協定を締結した民間団体等との連携強化  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-1)、5-3)、6-4)、7-2)】 

  

緊急輸送道路沿道建築物の耐震化  【再掲⇒5-1)、5-3)、6-4)、7-2)】 

  

中小企業のＢＣＰの策定促進（生活必需品の供給） 

〇 災害時の道路寸断や物流機能の低下により、企業の事業継続が困難となることで、局

地的に生活必需品等の不足が発生するなどのおそれがあります。そのため、サプライチ

ェーンの重要な担い手である中小企業によるＢＣＰの策定を進めていく必要がありま

す。 
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６  ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネットワーク等の被害を最小限にと

どめるとともに、早期に復旧させる 

 

6-1) 電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や都市ガス供給、石油・LP ガス、サ

プライチェーン等の長期間にわたる機能の停止 

再生可能及び自立分散型エネルギーの導入拡大  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-2)】 

  

石油燃料等供給の確保  【再掲⇒2-1)、5-2)】 

 

 

 

6-2) 上水道等の長期間にわたる供給停止 

自助・共助・公助による備蓄物資の確保  【再掲⇒2-1)、2-2)、5-4)】 

  

避難所における生活必需品等の備蓄  【再掲⇒2-1)、2-2)、2-7)、5-4)】 

  

給水車の配備 

〇 水道水の長期間にわたる供給停止に備え、給水車を配備する必要があります 。 

生活用水の確保 

〇 大規模災害等の発生により上水道が寸断された場合においても、住民の生活に最低限

必要な生活用水を確保する必要があります。 

給水機能の維持（給水所の耐震化） 

〇 給水所の耐震化に当たっては、耐震化工事期間中は配水池容量の低下を伴うことから、

隣接する給水所の同時施工を避けるなど、周辺状況を考慮した上で、液状化の危険度が

高い地域にある施設などを優先的に、耐震化に取り組んでいく必要があります。    

また、給水所の新設・拡充により、配水区域を適正な規模に分割・再編し、断水等の

影響が広範囲に及ばないようにする必要があります。 

 

 

6-3) 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 

下水道機能の維持（管きょ等における施設の耐震化及び老朽化対策） 

〇 震災時にも機能を維持すべき施設を優先的に、管きょの耐震化や老朽化対策を計画的

に進めていく必要があります。 

下水道機能の維持（ポンプ施設の耐水化） 

〇 施設の電源機能、排水機能を維持するために、汚水中継ポンプ場の耐水化を進めてい

く必要があります。 
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下水道機能の維持（ポンプ施設の電源確保） 

〇 大規模停電や計画停電により電力が不足した場合においても、汚水中継ポンプ場の送

水機能を維持するために、非常用発電設備の適切な維持管理を図る必要があります。 

下水道機能の維持（ソフト対策の充実） 

〇 災害等に伴う下水道施設被害による社会的影響を最小限に抑制し、速やかな復旧を可

能にするため、下水道業務に係るＢＣＰ策定などのソフト対策の充実を図り、ハード対

策とソフト対策が一体となった耐震対策を推進する必要があります。 

 

 

6-4) 交通インフラの長期間にわたる機能停止 

多数の者が利用する建築物等の倒壊・損傷対策  【再掲⇒1-1)、7-2)】 

  

分倍河原駅周辺整備事業（駅、自由通路及び溜まり空間等の交通基盤の整備）の推進  

【再掲⇒1-1)、1-2)、2-4)、5-3)、7-1)、7-2)】  

  

道路機能の維持管理  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-1)、5-3)、5-4)】 

  

道路等の災害対応力の強化等（緊急輸送道路等）  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-1)、5-3)、5-4)、7-2)】 

  

道路等の災害対応力の強化等（避難路等）  【再掲⇒2-1)、2-5)、7-1)、7-2)】 

  

迅速な輸送経路啓開に向けた連携体制の構築  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-1)、5-3)、5-4)、7-1)】 

  

道路啓開のための資器材置場の整備の推進  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-1)、5-3)、5-4)、7-2)】 

  

道路ネットワークの拡充（ミッシングリンクの解消）  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-1)、5-3)、5-4)、7-2)】 

  

連続立体交差事業の推進  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-3)】 

  

信号機の停止の回避及び停止時の対応強化（停電対策）  【再掲⇒2-1)、2-5)、3-1)、5-1)、5-3)、

5-4)、7-2)】 

 

信号機の停止の回避及び停止時の対応強化（道路情報の提供）  【再掲⇒2-1)、2-5)、3-1)、

5-1)、5-3)、5-4)】 
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多様な輸送手段の活用  【再掲⇒2-1)、5-4)】 

  

多様な輸送手段の連携によるネットワークの強化  【再掲⇒2-1)、2-2)、2-5)、5-1)、5-3)、5-4)、7-2)】 

  

的確な情報による物資供給ルートの確保等  【再掲⇒2-1)、5-4)、7-2)】 

  

無電柱化の推進  【再掲⇒2-1)、2-3)】 

  

災害時応援協定を締結した民間団体等との連携強化  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-1)、5-3)、5-4)、7-2)】 

  

緊急輸送道路沿道建築物の耐震化  【再掲⇒5-1)、5-3)、5-4)、7-2)】 

 

 

 

6-5) 防災インフラの長期間にわたる機能不全 

河川堤防等の整備の推進  【再掲⇒1-3)、2-2)、7-4)】 

  

防災インフラの迅速な復旧に向けた取組 

〇 大規模災害時に河川堤防などの防災インフラを速やかに復旧するために、広域的な応

援態勢の構築や地域建設業等の防災・減災の担い手確保を進める必要があります。 
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７  制御不能な複合災害・二次災害を発生させない 

 

7-1) 地震に伴う市街地の大規模火災の発生による多数の死傷者の発生  

分倍河原駅周辺整備事業（駅、自由通路及び溜まり空間等の交通基盤の整備）の推進  

【再掲⇒1-1)、1-2)、2-4)、5-3)、6-4)、7-2)】 

  

避難路の通行確保対策  【再掲⇒1-1)、1-4)】 

  

避難所・避難路サインの整備  【再掲⇒1-1)、1-2)、1-3)、1-4)、2-2)】 

  

住民の防災意識の高揚  【再掲⇒1-1)、1-2)、1-3)、1-4)、2-1)、2-2)、2-6)、2-7)、4-2)、4-3)】  

  

出火・延焼の抑制（火災予防・被害軽減対策）  【再掲⇒1-2)】  

  

狭あい道路の拡幅整備  【再掲⇒1-2)、2-3)】 

  

通電火災の防止、啓発  【再掲⇒1-2)】 

  

装備資器材の充実等による災害対応能力の向上  【再掲⇒1-2)】  

  

初期消火力の向上  【再掲⇒1-2)、2-3)】 

  

出火・延焼の抑制（火災延焼の拡大防止対策）  【再掲⇒1-2)】 

  

出火・延焼の抑制（火災時の対応力強化）  【再掲⇒1-2)、2-3)】  

  

道路等の災害対応力の強化等（避難路等）  【再掲⇒2-1)、2-5)、6-4)、7-2)】  

  

迅速な輸送経路啓開に向けた連携体制の構築  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-1)、5-3)、5-4)、6-4)】 
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7-2) 沿線・沿道の建物倒壊に伴う閉塞、地下構造物の倒壊等に伴う陥没による交通麻ひ 

建築物等の老朽化対策（空き家等）  【再掲⇒1-1)】  

  

多数の者が利用する建築物等の倒壊・損傷対策  【再掲⇒1-1)、6-4)】 

  

分倍河原駅周辺整備事業（駅、自由通路及び溜まり空間等の交通基盤の整備）の推進  

【再掲⇒1-1)、1-2)、2-4)、5-3)、6-4)、7-1)】 

  

道路等の災害対応力の強化等（緊急輸送道路等）  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-1)、5-3)、5-4)、6-4)】 

  

道路等の災害対応力の強化等（避難路等）  【再掲⇒2-1)、2-5)、6-4)、7-1)】  

  

道路啓開のための資器材置場の整備の推進  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-1)、5-3)、5-4)、6-4)】 

  

道路ネットワークの拡充（ミッシングリンクの解消）  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-1)、5-3)、5-4)、6-4)】 

  

信号機の停止の回避及び停止時の対応強化（停電対策）  【再掲⇒2-1)、2-5)、3-1)、5-1)、5-3)、

5-4)、6-4)】 

  

多様な輸送手段の連携によるネットワークの強化  【再掲⇒2-1)、2-2)、2-5)、5-1)、5-3)、5-4)、6-4)】 

  

的確な情報による物資供給ルートの確保等  【再掲⇒2-1)、5-4)、6-4)】 

  

災害時応援協定を締結した民間団体等との連携強化  【再掲⇒2-1)、2-5)、5-1)、5-3)、5-4)、6-4)】 

  

交通の安全と円滑化  【再掲⇒3-1)】 

  

緊急輸送道路沿道建築物の耐震化  【再掲⇒5-1)、5-3)、5-4)、6-4)】 

  

路面下空洞対策の推進 

○ 路面下空洞に起因する道路陥没被害を未然に防止するため、緊急輸送道路や幹線道路

を中心に、路面下空洞調査を実施する必要があります。 
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7-3) 有害物質の大規模拡散・流出 

有害物質の流出対策等の促進 

〇 水害等による化学物質の流出等を防ぐため、各事業所が、都の化学物質適正管理指針

に基づき対策を講じるよう、都と連携して促す必要があります。 

化学物質取扱事業者に対する適正管理の啓発や周知等) 

○ 化学物質等の公共用水域への流出もしくは地中への浸透又は大気中への放出の防止を

図るため、化学物質を取り扱う事業者においては、化学物質の適正な管理を促す必要が

あります。 

危険物施設等の災害に備えた消防力の強化 

〇 危険物施設等内で発生する災害は、大規模かつ特殊なものになるおそれがあるため、

自衛消防組織及び関係機関との一層の連携、防災体制の強化を図るとともに、防災上必

要な資器材を備蓄又は整備する必要があります。 

建築物のアスベスト対策の促進 

〇 災害時において、既存建築物の吹付アスベストが飛散する可能性があり、アスベスト

対策を講じる必要があります。 

 

 

7-4) 農地等の荒廃による被害の拡大 

河川堤防等の整備の推進  【再掲⇒1-3)、2-2)、6-5)】 

  

農地の保全と農業経営支援 

〇 都市部において貴重なオープンスペースとなる農地は、火災の延焼防止等の機能など

防災上重要な役割を担っているものの、年々減少してきており、農地の保全を図る必要

があります。 

農業用水道の保全管理 

〇 用水路の一部は道路下部に暗きょとして整備されており、暗きょ内部の現況が把握さ

れていないため、内部の調査を進める必要があります。 
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８  社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備します 

 

8-1) 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に遅れる事態 

府中市災害廃棄物処理マニュアルの策定 

〇 災害廃棄物を仮置きするためのスペースの確保や候補地（必要面積）の選定などを推

進し、府中市災害廃棄物処理マニュアルを早期に策定する必要があります。 

震災廃棄物の処理体制の強化 

〇 被害想定によると、最大約６１万トンのがれきが発生すると想定されており、その大

量に発生する震災廃棄物の処理を円滑に進め、迅速・適正な応急対策及び復旧が可能と

なるよう、民間団体や近隣自治体との協力体制を構築し、処理体制の強化を図る必要が

あります。 

 

 

8-2) 復興を支える人材等（専門家、コーディネーター、労働者、地域に精通した技術者

等）の不足、より良い復興に向けたビジョンの欠如等により復興できなくなる事態 

災害・復興ボランティアの受入態勢の確立 

〇 大規模災害時の被災者支援において、他地域等からのボランティアの活動が大きな役

割を果たすことから、災害発生後速やかに、ボランティアを必要とする市民を把握する

とともに、ボランティアの受入態勢を整える必要があります。 

災害ボランティアコーディネーターの育成 

〇 災害時に災害ボランティアコーディネーターが直ちに活動できるよう、育成する必要

があります。 

災害時の応援体制の整備（応急復旧支援） 

〇 道路、河川、上下水道等のインフラ施設が被災した場合、復旧・復興の妨げとならな

いよう、災害発生直後から被災状況の把握や危険の排除、応急的な復旧等を行い、本格

的な復旧作業に円滑に移行していく必要があります。 

迅速な救援・復旧活動等のための関係機関との連携体制の構築等（重機類の調達） 

〇 発災後の道路啓開作業等を円滑に行うため、円滑な重機類の調達に向けた対策を図る

必要があります。 

市内の文化財及び博物館・美術館の貴重な収蔵資料の保存状況の把握と施設の災害対

策等の強化推進 

〇 災害等に備え、防災・耐震対策や防火施設整備の強化を推進していく必要があります。 
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8-3) 事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備が進まず復興が大幅に遅

れる事態 

住宅対策（応急仮設住宅の整備） 

〇 大規模災害時に、応急仮設住宅の全整備戸数分を自治体内で確保できるよう計画して

いく必要があります。 

住宅対策（既存ストックの修繕） 

〇 大規模災害時には、劣化した市営住宅に多大な損害が発生し、入居者が在宅被災者と

なる可能性があることから、入居者が安心して居住できる環境を整備する必要がありま

す。 

震災復興マニュアルの策定等の推進 

〇 震災復興マニュアルの策定等を通じ、地域レベルの事前復興の充実に向けた重点的な

取組を強化するなど、震災後の迅速な都市復興に向けた、事前の体制整備や事前対策の

取組について、都や警察、消防と連携して推進していく必要があります。 

迅速な都市復興への取組の強化 

〇 地域レベルの復興まちづくり計画の事前検討や、復興作業を想定した訓練の実施など、

迅速な都市復興への取組を強化する必要があります。 

地籍調査の実施 

〇 災害発生後の迅速な復旧・復興のために、地籍調査等の実施について関係機関との連

携を図る必要があります。 
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発  行  日 令和３年１０月 

編集・発行者 府中市行政管理部防災危機管理課 

〒１８３－００５６ 

     東京都府中市寿町１丁目５番地 府中市中央防災センター内 

電 話 ０４２（３６４）４１１１（代表） 

０４２（３３５）４２８３（直通） 

     ＦＡＸ ０４２（３３５）６３９５ 

     Ｈ Ｐ https://www.city.fuchu.tokyo.jp 


